日米独三ヶ国の自動車メーカーにおけるコストマネジメント技法に関する比較研究 ～原価管理技法の形成要因の探求を中心に～ by 李 岩
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1	  
概要書	 
	 
本論文は、日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の代表的な原価管理技法の違いの形成要因
について、オリジナルの研究アプローチモデルから展開した四つの視点を切り口として探
究している。今まで管理会計の分野であまり論述されていない角度、特に労働経済学、社
会福祉学からの検討は本研究の特色である。	 
研究アプローチモデルにより、原価管理技法の違いを導き出す形成要因は主に二つの部
分に分けられる。ひとつは歴史要因である慣行の違い、もうひとつは現実要因である原価
構成の違いである。その中で、歴史要因である慣行の違いについては、さらに三つの視点
に分解でき、学術視点からの歴史的発展、経営視点からの企業の特質、文化視点からの社
会文化の伝統である。一方、現実要因である原価構成の違いについては、さらに生産視点
からの生産構造に分解できる。	 
論文の構成としては、最初に近年の自動車産業の生産構造、及び日本、アメリカ、ドイ
ツが世界自動車市場で独走している実態を明確にしたいと考えている。そして、日米独の
三ヶ国の代表的なコストマネジメント技法の特徴に関する先行文献をレビューしながら
まとめる。主な内容は日本の原価企画と原価改善；アメリカの活動基準原価計算（ABC）
と標準原価計算；ドイツのプロセス原価計算（PK）と限界計画原価計算（GPK）であるが、
それぞれの特徴、構造及び各々の類似点と相違点を明確にして行く。同時に、研究アプロ
ーチモデルの歴史要因から分けられた学術視点からの歴史的発展として、各原価管理技法
の形成を具体的に検討する。	 
	 その後、主に会計以外の分野、すなわち自動車の産業発展史、生産構造、経営、雇用及
び社会保障制度の五つの角度から日本、アメリカ、ドイツを国ごとにそれぞれ代表的な原
価管理技法の違いの形成要因を探究する。	 
	 最後に、五つの角度から得た結論は、研究アプローチモデルの歴史要因から分けられた
経営視点と文化視点、及び現実要因である分けられた生産視点の三つの視点に各要点をま
とめる。これと前で述べた学術視点の内容とを統合し、国ベースで日本、アメリカ、ドイ
ツの三つのモデルを作成する。	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１、日本の場合	 
	 学術視点：①アメリカからの概念（VE、Design	 to	 Cost）；②日本企業の模索及びトヨタ
からの定着化；③市場需求の変化。すべての要点は原価企画の重要な形成背景になる。	 
	 生産視点：①早期限量生産、車種多様化生産の伝統；②長期安定的サプライヤー関係に
よる外注化生産。ここは日本の自動車生産の重要な特徴であるため、原価企画の特徴と形
成の基盤に直接影響を及ぼしている。	 
	 経営視点：①顧客満足、品質向上等を重視すると同時に効率性を追求；②長期的経営計
画を重視；③長期雇用制度；④労働者の個人差を評価できる能力・競争主義の報酬制度。
①②は日本企業の経営慣行を代表し、原価企画の目的の形成に直接的に関わっている。③
④は主に労働者の利益と直結する制度であるため、原価改善の円滑的な実施の重要な基盤
を構成している。	 
	 文化視点：①団結、協力的な文化；②北欧型と大陸型の特徴をそれぞれ有している独特
な社会保障制度。①は原価企画を実施する際重要な組織関係の特徴を表している。②は日
本社会の独特な文化特質を育て、それに馴染んだ同文化視点①と生産視点②の形成に直接
的に作用している。したがって、②は原価企画の間接的形成要因であると言える。	 
２、アメリカの場合	 
	 学術視点：①アメリカ製造業の競争力低下による経営効率性向上の必要性；②会計シス
テムが時代遅れ；③Taylor の科学的管理法。①②は活動基準原価計算（ABC）の重要な形
成背景になり、③は標準原価計算誕生の重要なベースである。	 
	 生産視点：①Ford 大量生産方式による間接部門の肥大；②生産の垂直的統合による部品
内製化の向上；③部品メーカーの独立性が強い。三つの要点は違う側面からアメリカの間
接費膨張の原因を反映し、すべて活動基準原価計算（ABC）の直接的形成要因であると認
識できる。	 
	 経営視点：①企業間の提携は取引関係に縛られる；②短期的収益性を戦略的に重視；③
強力な労働組合と経営側の敵対的な関係；④団体内の厳しい階級関係；⑤集団ベースによ
る労働者のインセンティブ評価制度。①はサプライヤー関係の特徴を表し、部品内製化の
重要な原因である。②はアメリカ企業の経営上の特徴である。共に活動基準原価計算（ABC）
の形成について欠かせない要因である。③④⑤は労働者の利益と直結する特徴であり、そ
	  
	  
3	  
れぞれの角度から労働者の働く意欲の低下を示している。それにより、標準原価計算の実
施の必要性はアメリカで高まっている。	 
	 文化視点：①自己責任精神の提唱による組織力の低下；②低負担低福祉の社会保障制度。
①は経営視点①の形成に直接的に関わっており、活動基準原価計算（ABC）の間接的形成
要因であると言える。②は経営視点の③⑤と直接的に関連し、労働者の利益を確保する重
要性を表している。そして、経営視点からの影響を通じ、標準原価計算の形成に関連して
いる。	 
３、ドイツの場合	 
	 学術視点：①アメリカの活動基準原価計算（ABC）からの影響；②Schmalenbach の原価
計算；③Rummel の固定費考察；④アメリカの直接原価計算からの影響；⑤全部原価計算の
欠点。①②はプロセス原価計算の理論ベースである。また、②③④⑤は限界計画原価計算
の基盤になっている。	 
	 生産視点：①手作り生産の伝統；②戦後“アメリカ化”大量生産方式による間接部門の
肥大。①は製造変動費に着目する限界計画原価計算の形成に関する重要な生産伝統である。
②は間接費の増大に直接的な影響があるため、プロセス原価計算の形成要因と考えられる。	 
	 経営視点：①長期的経営計画に重視する傾向；②労資参加の共同決定制；③労働協約制
度による安定的な労働条件；④製品性能の要求による精密なエンジニアリングの強調。す
べての要点はプロセス原価計算の形成について直接的にあるいは間接的に関わっている。
④だけは物事の精確さを常に追求する意識が強いドイツ人の共通的な特徴であるため、限
界計画原価計算の形成要因にもなる。	 
	 文化視点：①産業発展により熟練工労働者の高い社会的ポジション；②初期労働者限定
の保険制度から発展してきた社会保障制度；③社会的、民主的な社会政策による中核的社
会価値観。①②はドイツ社会で労働者の重要性を強調しているため、限界計画原価計算の
形成に関する重要な社会背景である。③の民主的な価値観により経営視点の②③に直接的
に影響し、それを通し間接的にプロセス原価計算の形成と関わっている。	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日米独三ヶ国の自動車メーカーにおける	 
コストマネジメント技法に関する比較研究	 
〜原価管理技法の形成要因の探究を中心に〜	 
	 
序章	 
	 
第一節	 研究目的	 
	 国際自動車工業連合会（Organisation	 Internationale	 des	 Constructeurs	 Rd'Automobil	 
es、略称 OICA）2002 年から 2011 年までの 10 年間の国別生産台数の統計データによると、
世界の自動車市場では、常に上位のポジションを占めているのは日本、アメリカ、ドイツ
の三ヶ国である（詳細なデータは第一章の第四節の第二項を参照）。そして、同所のメー
カー別生産台数の統計データによれば、トヨタ、GM、Volkswagen のビッグスリーが第四位
を約 100 万台以上離しており、世界で圧倒的なシェアを有している（OICA	 2009、2010 年
メーカー別統計により）。この驚異的なデータの裏側でいったいどんなものが支えている
のだろうか。	 
	 メーカー別生産販売台数が 2 年連続首位のトヨタ（OICA	 2009、2010 年メーカー別統計
により）、従来から世界で競争優位を続けられる強みは二つがある。その中での一つは、
トヨタの独特な原価管理である。トヨタはその代表的な手法である原価企画を企業の原価
管理の一部として最初に導入し、生産台数の世界一位まで著しい成長を遂げた。それから、
原価企画は欧米のメーカーにそれぞれ模倣されており、非常に革新的な手法になる。しか
し、同じ原価企画はアメリカのメーカーでの実施があまり進んでいない状況であり、ドイ
ツでも日本での実施と多少違う状況である［谷,1996,p.35］。それに、コストマネジメン
ト技法の中で、原価企画だけではなく、それぞれの国においてほかの技法も実施されてい
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ると考えられる。例えば、日本の場合は、日本会計研究学会［1996］の研究によると、JIT、
原価改善などの技法が 80 年代から議論になり、企業と学界の双方で世界的に注目されて
いる［p.1］。一方、アメリカでは、標準原価計算（ABC）が生まれ、当時ほとんどのメー
カーにおいて活用されていた。では、同じ自動車を生産しているドイツとアメリカのコス
トマネジメントは日本と一体どこが違うのだろうか。	 
	 従来、自動車業界でのコストマネジメントに関する研究は既に多く存在している［門
田,1991,1994;河田,2004,2009;田中,2009;Rains,2011 等］。ただ、ドイツのコストマネジ
メントに関する研究は日本においてまだ熟知されていない状態であり、その中で何か新し
い技法が存在しているのだろうか。日米の技法と比べたら共通点および相違点は一体何だ
ろうか。そして、随所で共通的な特色が認められるのであろうか。	 
	 本研究では、日本、アメリカ、ドイツ三ヶ国の自動車メーカーのコストマネジメント技
法を議論し、それぞれの特徴を明確にしたいと考えている。そして、それぞれ異なる経営
文化、生産構造、ビジネス慣習、社会制度などの状況の中で、独特なコストマネジメント
技法を形成する要因をオリジナルの研究アプローチモデルを沿って具体的に検討してみ
たいと考えている。ただ、同じ国の自動車メーカーでも、グローバルで展開するメーカー
の各現地法人でも、多少違う状況等があることを承知しているので、本文では日米独の各
国の中で代表的なところを絞り、議論していきたいと考えている。最後に、まず各章各節
で議論したところを振り返りながら、自分の研究アプローチモデルをさらに発展し、全体
的に原価管理技法の形成要因をまとめたい。その後、各々のコストマネジメント技法に関
する融合、移転等の話を振り、本文の研究結果を参照しながら、今後の展望を少し検討し
たいと考えている。	 
	 
第二節	 研究背景	 
日米独三ヶ国の中で一番熟知されていないドイツのコストマネジメント技法は、簡単に
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言えば主に Grenzplankostenrechnung（GPK）と Prozesskostenrechnung（PK）の二種類が
ある。日本語に訳すと、限界計画原価計算とプロセス原価計算という名称である。	 
	 実は近年、ドイツのコストマネジメント技法は欧米管理会計学界で非常に注目が集まっ
ている状態である［Sharman,2003;Sharman	 and	 Vikas,2004;Krumwiede,2005;Krumwiede	 and	 
Suessmair,2008;Atzlinger	 and	 Mayr,2010］。一方、ドイツとアメリカの比較研究も多数
存在している［Kellermanns	 and	 Islam,2004;	 MacArthur,2006;Krumwiede	 and	 Suessmair,	 
2007;Marjanović,Gavrilović	 and	 Stanić,2011 等］。特にその中で、Krumwiede と Suessmair
［2007］のアンケート調査によれば、製造業のアメリカ企業とドイツ企業はそれぞれ各社
の現行原価計算システムに関する満足度は 23%対 78%という非常に対比的な結果になって
いる［p.5］。そのため、近年アメリカでの既存原価計算システムに対する改善、あるい
はより良い原価計算システムの模索および提案の研究は徐々に増えている。	 
	 この背景の中で、Grasso［2005］は	 Sharman がドイツの限界計画原価計算（GPK）を一
つの選択肢として提案しており、その後、Anton	 van	 der	 Merwe と David	 E.	 Keys もう一
歩を進んだ Resource	 Consumption	 Accounting（RCA）という新しい原価管理技法を提案し
たと提示している［p.13］。ただ、この RCA は近年既に多くの英文献の中で論述されてい
るものである［Clinton	 and	 Webber,2004;Thomson	 and	 Gurowka,2005;Grasso,2005;	 
Krumwiede	 and	 Suessmair,2007;MacArthur,2008］。その中の先行研究にとると、RCA の本
質は、全く新しく提案された技法ではなく、簡単に言うと、もともとドイツの限界計画原
価計算（GPK）と活動基準原価計算（ABC）を混合して作られたものであり、いわゆる混合
体というものである［Clinton	 and	 Webber,2004;Thomson	 and	 Gurowka,2005;Grasso,2005;	 
MacArthur,2008］。	 
	 また、活動基準原価計算（ABC）に関しては、尾畑［1998］の研究によると、実はドイ
ツのプロセス原価計算（PK）と性質上ほぼ同じものであり、ただ、後者が前者よりはるか
に精緻な原価計算システムであるところは特徴である。実務の中でもよりよい精確な情報
を提供できる［p.53］。しかしそうであれば、RCA の実質は、ほとんどドイツの原価管理
システムの中核概念とほぼ一緒になることが認識できる。したがって、ドイツの原価管理
技法に関する研究価値が極めて高いのではないかと考え、それに、同じ自動車大国の日本
とアメリカにとって一体どんな新しい示唆があるのだろうか。	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第三節	 研究方法	 
最初は、近年の自動車産業の特徴、構造等、及び日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の自
動車産業の市場シェアを明確にしたい。その後、三ヶ国の代表的なコストマネジメント技
法の特徴に関する先行文献をレビューしながらまとめたいと考えている。主な内容は日本
の原価企画と原価改善；アメリカの活動基準原価計算（ABC）と標準原価計算；ドイツの
限界計画原価計算（GPK）とプロセス原価計算（PK）であるが、それぞれの特徴、構造及
び形成を明確にして行く。同時に、各々の類似点と相違点を具体的に分析する。	 
また、各原価管理技法の違いに対する形成要因を探究するため、論文後半の軸となる研
究アプローチモデルを作る（図表 0-1）。また、本論文では自動車メーカーにおけるコス
トマネジメント技法に対象を限定するため、研究アプローチモデルにより、原価管理技法
の違いを導き出す形成要因は主に二つの部分に分けられる。ひとつは歴史要因である慣行
の違い、もうひとつは現実要因である原価構成の違いである。その中で、歴史要因である
慣行の違いに対して、さらに三つの視点に分解でき、学術視点からの歴史的発展、経営視
点からの企業の特徴、文化視点からの社会文化の伝統である。一方、現実要因である原価
構成の違いに対し、さらに生産視点からの生産構造に分解できる。ただ、歴史要因から分
けられた学術視点からの歴史的発展は既に各原価管理技法の特徴を分析する際にそれぞ
れの形成も論実したので、論文の後半では主に会計以外の分野からの分析である。	 
図表 0-1	 研究アプローチモデル	 
原価管理技法の違い	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 慣行の違い	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 原価構成の違い	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （歴史要因）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （現実要因）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 歴史的発展	 	 	 	 	 	 	 企業の特質	 	 	 	 	 	 社会文化の伝統	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 生産構造	 
	 	 （学術視点）	 	 	 	 （経営視点）	 	 	 	 	 	 （文化視点）	 	 	 	 	 	 	 	 （生産視点）	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この研究アプローチモデルに沿い、原価管理技法の違いに関する形成要因を主に四つの
部分から展開して分析することが本研究の研究手法である。具体的に言えば、生産視点か
らの生産伝統及びサプライヤー関係；経営視点からの経営特徴と雇用関連、文化視点から
の社会保障制度の五つの角度である。今まで管理会計の分野であまり論述されていない分
野、特に労働経済学、社会福祉学からの検討は本研究の特色となる。	 
最後に、展開した各章で論述した内容を振り返りながら、以上の五つの角度から得た結
論は、研究アプローチモデルの歴史要因から分けられた経営視点と文化視点、及び現実要
因である分けられた生産視点の三つの視点に各要点をまとめる。これと前で述べた学術視
点の内容とを統合し、国ベースで日本、アメリカ、ドイツの三つのモデルを作成する。	 
ここで指摘したいのは、本論文で論及されている内容はあくまでオリジナル研究アプロ
ーチモデルによる展開したものである。他の視点、要因は必ずまだまだ存在していると思
う。この点について、今後の詳しい研究は必要である。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	  
	  
11	  
第一章	 最近の自動車産業の概観	 
	 
第一節	 自動車産業の特徴と構成	 
	 世界の自動車産業の始まりは、小山田［2012］の研究によると、18 世紀後半にフランス
で考案された蒸気自動車の誕生と言える。そして、現代のガソリン式自動車の基礎は、ま
ず 1876 年にドイツで Nikolaus	 Otto という技術者がガソリンエンジンを発明し、その後、
1880 年代半ばに南部ドイツにおいて Gottlieb	 Daimler と Karl	 Benz の二人の天才的技術
者がそれぞれ独自で改良し自動車を発明したと述べている［p.52］。	 
図表 1-1	 自動車生産の仕組み	 
	 
出所：馬頭［1985,p.75］	 
	 そして、百年ぐらいの発展を経て現代の自動車産業は、馬頭［1985］の研究によると、
もう既に量産量販体制を確立しており、5000 種、2〜3 万点とも至る部品を組み立て、完
成車を作る総合的組立加工産業である。関連する企業、技術、生産方式はかなり広がり、
The International University of Kagoshima
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生産工程は単なる材料加工から完成部品生産、組付け、組立工程に至る多様な段階を含ん
でいる総合産業である（図表 1-1）。したがって、現代の自動車産業産業を支える為に、
関連諸産業のある程度の発展が必ず不可欠である[pp.74-75]。例えば、鉄鋼業、タイヤ、
チューブ製造業、ガラス製造業、電気機械など非常に幅広い産業群との協力が必要である。	 
	 
第二節	 世界市場シェアの比較	 	 
	 世界の自動車市場では日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の位置づけをより明確にするた
めに、最近十年間の生産台数の統計データを見てみよう。データはすべて国際自動車工業
連合会（Organisation	 Internationale	 des	 Constructeurs	 Rd'Automobiles、略称 OICA）
の統計によるものである。図表 1-2 は 2002 年から 2011 年までの自動車生産の主要国の生
産台数の推移である。	 
	 
出所：１、OICA	 2002〜2011 年国別生産台数の統計データに基づき作成したもの（2012 年 12 月まで）	 
	 	 	 	 	 	 ２、生産台数は乗用車と商用車の合計である	 
	 図表 1-2 によると、2005 年前アメリカの生産台数はずっと世界一であるが、2006 年か
ら徐々に日本に超えられ、2011 年にわずかの差でまたトップの座に戻した。そして、ドイ
ツの生産台数は、この十年間の中で徐々に増長し、常に世界の第三位になっている。ここ
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図表1-2　国別自動車生産台数の推移	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で判明できるのは、日米独の三ヶ国の自動車産業は世界で一番重要である。	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第二章	 日本式技法の形成要因の探究	 
	 
第一節	 原価管理システムの特徴	 
	 日本の製造業における原価管理システムは、門田［1994］の研究によると、本質的に利
益管理のためのマネジメントシステムであり、原価企画、原価改善、原価維持の 3 本柱か
ら構成されている（図表 2-1）。もともとトヨタ自動車から開始したものであるが、今は
自動車産業だけではなく、多数の製造業種で広く普及してきている［p.5］。今節では、
この三つの主要な技法―原価企画、原価改善及び原価維持、特に原価企画に重点を置き、
それぞれの特徴に明確にしたいと考えている。	 
図表 2-1	 原価企画、原価維持、原価改善の関係	 
	 
注：河田［2009,p.219］	 
	 
第一項	 原価企画	 
１、特徴	 
	 日本会計研究学会の原価企画特別委員会［日本会計研究学会,1996］は、80〜90 年代の
間に、原価企画に関する研究成果の発表は国内だけではなく、海外からの関心も急激に高
まっている背景の中で、原価企画のより一層のレベルアップを図るために、従来の研究活
動を見直し、今後の展開に対していかなる問題が解決されるべきかを提示することに重点
を置き、原価企画に関する手法について詳細な説明ではなく、基本的な課題に焦点を当て
研究成果を取りまとめている。	 
	  
	  
15	  
	 同研究［1996］では、原価企画のあるべき姿は、製品の企画、開発にあたって、顧客ニ
ーズに適合する品質、価格、信頼性、納期などの目標を設定し、上流から下流までのすべ
ての活動を対象としてそれらの目標の同時的な達成を図り、総合的な利益管理活動とまと
めている［p.23］。つまり、原価企画は総合的利益管理の一環として行われるべき活動で
ある。	 
図表 2-2	 製品開発プロセスと原価企画活動	 
	 
注：河田［2009,p.211］	 
	 日本会計研究学会［1996］は、原価企画の目的は単なる原価低減だけにあるのではなく、
時の経過とともに、①顧客ニーズに合った製品開発；②品質の向上；③新製品のタイムリ
ーな導入も原価企画の主要目的として重視されていると指摘している［p.4］。そして、
原価企画の目的に関して、単に競争優位を獲得、維持する製品を開発するということでは
なく、市場に対する競争的な反応が製品のライフサイクルの中でのコストと収益性にどの
ようなインパクトを与えるかを把握し、そこで認識される戦略的な課題をオペレーション
ナルな目標に反映させながら経営管理活動を実施していくということである［p.28］。し
たがって、原価企画は戦略的コストマネジメントとして位置づけることは一番ふさわしい。	 
一方、加登［1994］は当時 90 年代で原価企画の研究が急速に進み、多様な展開を見せ
られた背景の中で、原価企画に関する研究は今までどういうふうに進められて来たか、明
確になったこと及びまだ未解決の問題に対し、体系的にまとめている。原価企画に関する
実施の前提条件として三つがある。それは：①密接なサプライヤーとの関係（デザインイ
ン）；②ラグビー型の製品開発（製品開発活動の重複）；③部門間のインターアクション
とクロスファンクショナル・チームである［pp.64-67］。	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図表 2-3	 原価企画のプロセス	 
	 
注：日本会計研究学会［1996,p.46］	 
加登［1994］の研究によれば、原価企画を組織に定着させ、今までの成功事例のみなら
ず失敗事例も含めいくつかの主要成功要因をまとめている。それは：①源流管理；②“コ
ストは作り込むもの”の考え方；③顧客満足；④組織とのフィット；⑤プロダクトマネジ
ャーの能力；⑥目標原価の設定に関した主要成功要因；⑦目標原価の達成に関連した主要
成功要因の七つである［pp.67-72］。	 
また、同じ分野の研究であり、日本会計研究学会［1996］は、原価企画はなぜ最初に若
干特定の日本企業の中で展開させられ、成功できたという問題について、いくつかの成功
例から共通している特徴をまとめている。それは、①ラグビー型アプローチないしサイマ
ルテニアス・エンジニアリング；②クロスファンクショナルな活動；④人材の多機能化；
⑤情報共有の仕組みである。同時に、独特なサプライヤー関係と日本カルチャー的な部分
のところも非常に重要であると指摘している［pp.29-36］。	 
谷［1996］も、原価企画に対し図表 2-4 のように三つの側面：①VE 的側面；②組織的側
面；③管理会計的側面が分けられると指摘している［pp.35-48］。	 
ここで挙げたいくつかの認識は、今まで日本において原価企画の成功要因及び実施要件
について、非常に体系的にまとめている。今後欧米での導入及び移転に関しては、これら
の特徴も非常に不可欠で、あるいは避けては行けないところである。	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図表 2-4	 原価企画三つの側面	 
	 
注：谷［1996,p.35］に基づき作成した	 
	 
２、概念の由来及び形成	 
原価企画の源流については、Rains［2011］の研究によると、最初の理念は欧米で誕生
したものである［p.64］。具体的に言うと、VE（Value	 Engineering）はアメリカより導
入された 1960 年代初期に遡ることができる［日本会計研究会,1996,p.1］。Rains［2011］
は、当時日本の原価企画はその影響を大きく受けていたとしている。それより、1940 年代
から 1950 年代の前半頃には、日本企業の中では VE（Value	 Engineering）は購買した部品
のコストを管理する一つの方法として実施されていた。また、アメリカ政府主導の Design	 
To	 Cost の概念からの影響もあり、そこで徐々に日本的原価企画の最初のひな形に形成さ
れたと指摘している［p.64］（Design	 To	 Cost は、国防予算の抑制策として米国防総省が
示達した思想であり、国防関連製品企業を中心に実施され、その後広く民間企業に普及し
たもので、開発設計段階で明確な原価目標を設定し、性能、日程、原価の間でトレンドオ
フを行い、総原価をコントロールし、原価目標を達成しようとする管理の考え方である［岩
淵,1992,	 p.1050］）。	 
そして、1960 年代には、日本企業は製品生産の段階に入る前に、いわゆる事前の製品開
発段階でコストを計画することは極めて重要なことであると強く認識している［Rains,20	 
11,p.64］。実は、1960 年代のはじめに、日本では最初の VA セミナーが開催され、多くの
日本企業はアメリカから VE という手法を学ぶためにこのセミナーに参加していた［日本
源流管理 
VE的側面	  
・VE	 
・コストテーブル 
管理会計的側面	  
・目標原価の設定と細分割付	  
・マイルストーン管理 
組織的側面　	  
・ラグビー方式による製品開発	  
・サプライヤー関係 
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会計研究会,1996,p.1］。その後、日本企業は製品開発段階の中で Design	 To	 Cost	 活動と
VE（Value	 Engineering）を導入することにより、世界で非常に強い競争優位を生み出し
ている［Rains,2011,p.64］。	 
一方、日本会計研究会［1996］の研究によると、トヨタは 1962 年に小型車カローラの
設計段階で初めて VE（Value	 Engineering）を導入した。そして、1963 年に原価企画を正
式にトヨタの原価管理の三本柱	 ―	 原価企画、原価改善、原価維持の一つに位置づけ、原
価企画という用語もそのときから始まったと見られている。その後、1965 年頃新車開発に
あたり計画段階でコストを作り込む目的で、当時の車両担当主査を中心に原価検討が行わ
れた。その後「原価企画実施規則」を制定し、原価企画の推進手順とその担当部門を規定
して組織活動としての定着化が図られ、1969 年頃には自社内だけではなく協力企業と一体
となった原価企画活動が展開されるようになった［p.1］。	 
以上の分析から見れば、当時原価企画の最初概念を形成する際、アメリカからの影響が
かなり大きく受けたと考えられる。しかし、日本企業はそれを踏まえ、さらに一歩を進ん
で原価削減及び VE 技法の使用を深く認識し、最終的にはトヨタでの定着化により今後原
価企画の更なる発展は期待できる。	 
	 
３、ビジネス背景	 
	 日本会計研究会［1996］は原価企画の形成発展について詳しく論述している。まず、な
ぜ原価企画が最初に日本の自動車メーカーで誕生したのかという問題について、一つの大
きな理由を指摘している。それは、当時大衆車を低価格で市場に提供することによって乗
用車に対する需要を拡大するという動きが強かった背景である。1950 年代においては、乗
用車の保有者は限定されていたが、人々は徐々に自動車の有用性と便利さを認識し始め、
妥当な価格での国民車へのニーズが高まっていた。そこで、自動車メーカーは低価格で機
能を持つ自動車を開発することができるならば、多くのビジネス機会を期待できる。この
ような状況がきっかけになり、価格を引き下げ、マージンを高めるための製品原価低減活
動を促進されるようになったのである［p.2］。これは、原価企画最初の発展にとって直
接的な理由であると考えられる。	 
	 そして、同研究［1996］によると、1970 年代に入り、原価企画活動の展開は自動車産業
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だけではなく、電機、機械、精密機器などの加工組立産業においても幅広く普及していた。
これは、二つの経路を通し展開されたと考えられる：①自動車メーカーと頻繁な取引を行
っていたサプライヤーを通しての伝播；②自動車メーカーでの先進事例を学んで導入した
のである。70 年代原価企画の広がりの背景としては、第一次オイルショック後、顧客ニー
ズの多様化と関連しながら多品種少量生産あるいは多商品化が進み、製品のライフサイク
ルも短縮化され、高品質、多機能の製品を低価格で次々と市場に提供することが企業にと
って一層重要な課題となったことである。また、自動車産業での原価企画活動の成功が知
られるようになり、その知識と技法が他の加工組立型産業に伝播していた。自動車業界で
は 1970 年代既にこの展開が始まっており、原価企画が目標利益と目標原価を達成する新
しい管理方式であるという位置づけも比較的早い段階で実施されていた。そして、VE 手法
の発展とコストテーブルの作成活用などもその普及に寄与した［pp.2-3］。	 
	 したがって、自動車メーカーでの成功は 70 年代原価企画の普及に対し、非常に重要な
条件であると認識できる。そして、以上の分析から見れば、原価企画は単なる原価削減を
着目する技法ではなく、製品の機能性に関する重視も最初の発展段階で定着している。こ
れは原価企画の非常に重要な特徴である。	 
	 
第二項	 原価改善	 
	 原価改善に対し、門田［1994］の研究は多く論及している。同研究は、当時企業間の価
格競争が頻繁に起こり、企業にとって如何によいものを安く作れるかという社会的背景の
中で誕生した。全文は原価企画と原価改善に研究対象を限定し、両方の最も重要な推進エ
ンジンの部分を体系的に明確にしている。	 
	 門田［1994］は、製品開発されて生産開始された時点では、原価企画の成果として旧製
品から大幅な原価低減があり、そこで、原価改善により継続的な原価低減活動を続けるこ
とを指摘している［pp.5-6］。また、原価改善は、現行生産製品の原価について現状原価
レベルを維持し、さらに期待原価レベルにまで、計画的に引き下げる活動であると定義し、
主に二種類の改善活動があると述べていた。それは、①期別に設定する工場別、部門別原
価改善活動；②VA を中心とする特別プロジェクトとしての製品別原価改善活動の二つであ
る［p.220］。	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 一方、改善活動の中で、現場の改善活動も非常に重要である。トヨタ生産方式（TPS）
あるいは JIT 生産方式により、工場におけるムダを徹底的排除する活動はまさにこの現場
改善の代表である。河田［1996］の研究によると、TPS では①つくりすぎ；②在庫；③運
搬；④手直し；⑤動作；⑥手持ち；⑦加工の七つのムダを定義し、その排除により原価改
善に貢献している［p.218］。実際に生産を開始したところ、工場における創意工夫等に
より原価を低減することができ、そこで、原価を標準以下に低減し、それを新しい標準に
する活動と定義できる。原価改善活動における必要なマネジメントには、常に排除すべき
ムダがないかという視点での管理意識が非常に重要であることを指摘している［p.218］。
原価改善は前項で述べた原価企画と一緒に図表 2-5 のように有効な連動を通し、コストの
大幅な低減を期待できる。そして、一定期間を経過すると、技術的に可能な最低原価に到
達することが期待できる。	 
図表 2-5	 原価企画、原価改善による原価低減	 
	 
注：門田［1994,p.5］	 
	 
第三項	 原価維持	 
	 河田［2009］と門田［1994］の研究によると、原価維持は原価企画で作り込まれた原価
水準を標準原価とし、最低この標準値を今期の実際原価が上回らないようにキープする活
動である［p.217;p.5］。河田［2009］の研究では、原価維持は、企画原価の実現と実現
した原価の維持の二つ部分からなると述べ、企画原価の実現は企画原価を号口生産で実現
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する活動であり；実現した原価の維持は、原単位管理と予算管理によって異常を発見し、
異常への早期対策を実施することで実績を標準のレベルに維持する活動であるとまとめ
ていた。また、原価維持の根底には、“原価は何もしないと必ず上がる”という経験則が
あり、維持すべき基準が明確にする必要があると指摘している［pp.217-218］。	 
	 ここから認識できるのは、原価維持が製品生産段階の中で次の原価改善段階に入る前に
（図表 2-1）、事前に設定された原価基準を確実に実現し、同時に該原価基準を厳格に維
持する機能を持ち、日本の原価管理システムの中で貢献していることである。	 
	 
第二節	 サプライヤー関係	 
図表 2-6	 自動車の下請構造	 
	 
出所：馬頭［1985,p.78］	 
注：購買部品等についてはふれていない。	 
	 日本自動車産業の特有なサプライヤー関係は原価企画の直接な形成要因の一つである
と考えられる。まず、日本の自動車部品産業の状況を見てみよう。下川［2004］の研究に
よると、日本自動車メーカーの系列に属する部品メーカーは 1 次から、2 次、3 次まで垂
直的に分業している。それ以外、特定系列に属さない独立部品メーカーも存在している。
そして、1979 年工業統計表により、2 次、3 次のピアミッドの底辺を形成しているのは従
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業員29人以下の中小零細企業である。これらの企業は全体1万3288の事業所の中で85.8％
を占めている。さらにその中で全体の 79.4％を占めているのは 19 人未満の零細企業であ
る。これらの企業数は 1 万 557 社が存在している。部品購買費用は日本の自動車メーカー
の売り上げ原価の中で 60％〜70％ぐらい占めており、その中で凡そ 30％が零細 3 次下請
けにより生産されていると推定される［p.51］。ただ、1 次メーカーの数は、平均 200～
300 社にすぎない［池田,1999,pp.2-3］。	 
	 しかしながら、日本において 1 次メーカーは技術集約度と生産性の高い重要な行程を担
当し、2、3 次メーカーは、生産性が低い労働集約的で、周辺的ないし特殊化された工程を
行う分業関係は定着する傾向が強く、それにより重層的な垂直的分業構造に形成している
［下川,2004,pp.51-52］。したがって、自動車メーカーと最も緊密的に結びついているの
は 1 次メーカーである。そして、1 次メーカーはそれぞれ独自で 2 次、3 次メーカーを系
列関係で組織化している［下川,2004,pp.51-52］。	 
	 また、下川［2004］は、日本の系列部品メーカーは高い納入比率と出費関係、人的交流、
技術の指導交流などを通し各自動車メーカーと非常に緊密な集団的結びついていると指
摘している［pp.49-50］。日本の部品取引の垂直的な分業関係は、アメリカでの部品メー
カーを合併し内製化を強調する垂直的統合と、ヨーロッパでの独立部品メーカーとの水平
的分業関係とはそれぞれ異なる。しかし、その関係に基づき、納期の厳守、品質の安定、
工数管理や生産技術水準の向上について、内製化し垂直的な統合化を行い階層組織による
一元的管理と同じ集団化のメリットをもち、同時に外注の建前を貫くことで市場競争原理
とそれによる牽制作用も働いている。それに、下の 2 次、3 次部品メーカーが再系列化さ
れ重層的分業関係を形成しているところも日本的な特徴であると述べている［p.85］。	 
	 日本の自動車メーカーと部品メーカーの独特な提携関係により、外注率が非常に高いレ
ベルに至っている。したがって、日本の自動車メーカーの生産コストの中で間接費の比率
は極めて低いと考えられ、直接費の削減を中心に展開する原価企画の要因も明確になって
いる。	 
	 
第三節	 自動車生産の伝統	 
	 前節で論述した日本の独特なサプライヤー関係は、一体どんな歴史要因により発展して
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きたのかについては明らかにしたいため、今節で日本の自動車生産の歴史を振り返る必要
があると考えている。	 
	 小山田［2012］の研究によると、日本におけるガソリン式自動車の生産は、1910 年前後
に遡る。ドイツとアメリカと同じように自転車と馬車の製造経験がある町工場での試行錯
誤により手作りで試作が行われていた。しかしながら、1920 年代になり自動車市場を本格
的に形成し始まった。1920 年代半ばにアメリカの Ford および GM によるノックダウン生産
が行われるようになり、トラックを生産中心とするアメリカ企業製の組立車が 1930 年代
の日本市場を席巻した。その背景の中で、日本政府は保護主義的な政策によりアメリカ企
業を日本市場から排除し、そしてトヨタ自動車と日産自動車などは政府の許可を得てトラ
ックの生産が始まった。その中で、特にトヨタは、当時アメリカ企業から学んだ製品技術
と生産技術を日本特有の状況により修正し、アメリカ式の大量生産方式に変更を加え、よ
り少量生産に適した生産システムを導入した［p.54］。したがって、日本の最初段階の自
動車生産方式及び生産技術は極めて後進であり、アメリカ企業からの影響が大きいと考え
られる。	 
	 また、戦後の日本は、小野［1995］の研究によると、民族産業を保護するために、高関
税政策や外資割当制度を採用し、外車の輸入は極力抑制した。この時期で、日本の自動車
生産はトラックの生産が中心になった［p.69］。小山田［2012］の研究によると、この時
期の日本は資金と生産設備が大幅に不足しており、伝統的な職人的生産システムと手工業
的な要素が色濃く残っていた。そのため、生産量と製品の品質が彼らの熟練度とやる気に
大きく依存して決まる傾向が強かった［p.56］。	 
	 1950 年代にトラック生産を通じ蓄積した資本設備、及び製造技術と製品技術を基づき、
乗用車の生産が徐々に行われ始まった。ただ、車種が異なるため、技術の移転はある程度
限界がある。したがって、一部のメーカーではヨーロッパ車のライセンス生産を行うこと
により技術を吸収していた［p.58］。その背景の中で、トヨタは Ford から改善提案制度
と現場管理者に対する教育制度の二つの制度を導入していた。また、この時期の日本の自
動車生産が一つの特徴があり、それは生産量の増加がモデルの多様化を伴っていることで
ある［p.58］。小山田［2012］は、これがアメリカの Ford 社の単一車種の大量生産によ
り生産量を拡大させることと違い、日本の自動車メーカーは生産システムの柔軟性と開発
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生産性の向上によりモデルの多様化と生産規模の拡大を両立していると指摘している
［p.58］。	 
	 そして、小野［1995］の研究によれば、1965 年には輸出に占める割合はまだ生産量の一
割に過ぎない乗用車の生産は、1968 年から輸出シェアが増やし、生産量が徐々にトラック
を上回っていた。そして、1960 年前後に、日本の自動車業界は大きな変動があった。今ま
で二輪車や三輪車を生産している企業は四輪車の生産に参入してきた。高度成長期に、消
費需要の高揚を敏感に感じた大手自動車会社の動きと正反対に、それらを追走する中堅メ
ーカーの競争は非常に激しくなった［pp.69-70］。その後、1973 年の第一次石油ショック
以降、限量生産を背景とした部品コストの継続的な引き下げがサプライヤーに対し要請さ
れるようになり、長期安定的な取引関係を前提としてトヨタ型の生産方式は徐々に確立し
ている［小山田,2012,p.59］。	 
	 以上の論述から見れば、日本の自動車生産は初期発展の際、欧米企業特にアメリカを対
象に学習することが多い。しかし、戦後特殊な経済状況及びその後の石油ショックの影響
により、限量生産、車種の多様化生産及び長期安定的なサプライヤー取引関係の独自の三
つの非常に重要な生産特徴は形成している。これらは今後原価企画の形成について、非常
に重要なベースであると考えられる。	 
	 
第四節	 経営の特徴	 
	 生産視点上の特徴以外、原価企画の形成要因として不可欠なのは、日本企業の経営の特
徴である。櫻井［1995］の研究によると、日本企業は顧客との長期的な付き合いを大切に
し、仮に特定製品の収益性が一時的には低くなっても、すぐに顧客を切り捨てるようなこ
とがしない。そのため、管理の重点は継続的な改善を行って少しでも安い高品質の製品を
顧客に提供しようとする企業が多かった。経営者の関心は製品原価の計算方法よりむしろ
製造間接費を直課することより、できる限り生のデータを管理することに向けられてきた。
また、アメリカの企業では多品種少量生産品に手がかかり余分の原価がかかっているので
あれば、当然ながら多くの原価を負担すべきであると考える経営者が少なくない。それに
対し、日本では、製造業が多品種少量生産に向かうのが顧客のニーズに応える最善の道で
あるというふうに考えている経営者が多い。	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 したがって、多品種少量生産品がある程度の内部相互補助を受けるのは、経営政策上に
は理解できる。また、日本では、新製品を売り出す時に少量の生産から始めるが、これに
多くの原価を負担させるとなると、新製品開発のチャンスを失ってしまうのだろうと考え
られている。したがって、日本企業は求めているのはひたすら経営の効率性を追求するの
ではなく、顧客満足、品質向上などを重視しつつ効率性を追求するのである［pp.74-75］。
この独特な経営上の特徴により、日本の自動車メーカーが原価を管理する際、単なる原価
の削減を求めていると考えにくい。製品のよりよい機能性、品質を実現しながら、原価の
低減を追求する。これも原価企画の顧客ニーズ重視の特徴の重要な形成要因であると考え
られる。	 
	 
第五節	 労働者の報酬制度	 
	 労働者の報酬制度も日本企業の非常に重要な一つの特徴である。これは、日本のもう一
つの重要な原価管理技法	 -	 原価改善の形成について肝心な前提条件である。	 
	 日本企業の雇用慣行では、石水［2012］の研究によると、長期雇用のもとで職務経験を
積み、培われた職務の遂行能力が職能賃金制度で評価されるという一連の人事労務施策が
定着している。この仕組みの中では、長期的な視点を持ち行われる人事配置が大きな役割
を果たしており、企業と労働者の双方の協調と協力を通じ、人材が企業の中で蓄積されて
いく［p.96］。	 
	 そして、日本企業の賃金構造は、年齢とともに上昇する形になる。石水［2012］の研究
によると、賃金に対する評価基準実は年齢評価と勤務評価の二つがあるが、日本企業の雇
用慣行として引き続き重視しているのは、労働者が習得し蓄積していく人的能力は、労使
関係において引き続き勤務年数の長さによって評価されている。同時に、職務経験を重視
し、人的能力の蓄積を図る人材育成の仕組みであると言える［pp.100-101］。	 
	 また、働く人達の賃金を規定する基準としては、仕事基準と人間基準の二つ部分が分け
られる。仕事の内容に応じ賃金を決めるのが仕事基準であり、その人自身の持つ能力に応
じ賃金を決めるのが人間基準である［p.101］。日本企業の大部分は、その人間基準の賃
金制度を構築し運用している。これは日本企業人事部の独特の特徴と指摘している［p.10	 
2］。そして、大塚［2010］の研究によると、学卒者を一括採用し企業の求める人材とし
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て長期にわたって OJT で育成するために、職能資格等級制度を日本的インセンティブシス
テムとして長年利用してきた。集団主義的な経営の特質を最大限に活かすために、トヨタ
やホンダのような日本の自動車メーカー等は、中間管理職以下の階層や個人にまで数値目
標を設定しその結果を問うという徹底的な目標管理を避けているようだが、製造業を含め
日本の企業には、大体管理職層以外にも数値目標を設定しその結果を報酬に反映させるシ
ステムになっていた。この成果報酬は賞与だけではなく、基本給にも一定の割合で導入さ
れてきている。そして、その主な対象を管理職層に置きながらも、産業別ではサービス産
業ばかりでもなく、集団主義的な経営スタイルを特徴とする製造業も採用し、目標管理制
度とともに、一般職まで深く広まってきている［pp.335-336］。	 
	 一方、日本における報酬制度上の特徴として、篠原［2003］の研究によれば、長期雇用
と年功賃金に基づいた集団的平等主義的であるという論旨で説明し尽す諸説は多いが、実
は生産労働者にも人事考課を通じ昇級、昇格が可能という事実が極めて重要である［pp.66	 
-67］。日本では、ブルーカラーのホワイト化もう既に進んだ。すなわち、ホワイトカラ
ーだけではなくブルーカラー労働者に対しても、働きぶり、頑張りを個別で報酬する査定
賃金制度いわゆる能力主義管理が導入されることとなった。これにより、日本では労働力
取引における個別的取引化が進み、いわゆるブルーカラーの改善活動、提案制度等諸活動
への貢献度に応じ労働者個別の報酬を決定する［p.14］。近年、日本の製造業における労
働のあり方の特徴―クオリティコントロールサークル、改善活動及び多能工化も、ブルー
カラー労働者の能力主義を前提にし、初めて成り立つものである。職務により割り当てら
れた作業のみならず、それだけではない働きぶりを評価する制度こそ人事考課である。そ
うした仕事を遂行する上での個人差を人事考課により査定し、それらを昇級、昇進と昇格
に反映させることが肝心である［p.67］。	 
	 したがって、日本におけるブルーカラー労働者の大きな報酬制度上の特徴は、労働者間
の個人差が出る能力・競争主義と言える。これにより、原価改善活動は単なる形式的なも
のではなく、現場の労働者から積極的に参加し、真剣に提案することが期待できる。これ
はまさに原価改善の真意であると考えている。	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第六節	 社会（保障）制度	 
	 以上で分析したそれぞれ形成要因になる日本自動車メーカーの生産及び経営上の特徴
に関しては、改めて民族文化の視点から見れば、必ず何かのつながりがあると考えている。
したがって、今節では社会保障制度をその切り口として検討してみよう。	 
	 
第一項	 社会保障制度の種類	 
	 まず、佐口・土田［2009］の研究によると、社会保障制度は国により様々であるが、主
に二つの種類がある。一つは通常に大陸型と呼ばれ、ヨーロッパ大陸、特にドイツ、フラ
ンス等における社会保障制度である。そこでは主たる対象者が被用者におかれているとこ
ろが特徴である。かつては被用者の中でもブルーカラーを中心とし、ホワイトカラーにつ
いては一定所得以下のものに対象を限定している場合もあったが、最近は両者の社会保険
上の区分は実質的になくなっている。また、制度としては社会保険が中心であり、その限
りでは保険料の再分配という形となる。大陸型にあっては保険料と給付との対応関係が所
得比例的な特性を有しており、個人の経済活動への参加能力を反映したものとして現れて
くるということである。この意味において大陸型は、能力主義に基づく社会保障というこ
とができる。したがって、経済活動による成果配分を社会保障の給付に反映させることが
可能であり、給付水準もその時点における経済状況に見合った水準を確保することができ
るのである。	 
	 また同時に、大陸型においては、保険料による財源調達が主となっているため、賃金を
ベースとした保険料はその時点における経済動向を反映したものとなっていることにも
注意しなければならない［p.35］。大陸型は、被用者を主な対象とし、財源は能力に応じ
た保険料が中心で、給付の内容は労働力所有者に重点がおかれているので、社会保険が重
視される。また、大陸型は被用者の能力に応じ負担と給付を行う能力主義的な考え方が支
配的であり、対象者を選別し給付を行う選別主義的な理念が強い。そのため、大陸型の給
付は賃金と生活水準の上昇に対応し弾力的であり、各人の負担能力に応じて給付の格差も
大きくなる［pp.38-39］。	 
	 一方、社会保障制度のもう一つ種類は、北欧型と呼ばれている。佐口・土田［2009］の
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研究によると、北欧型は全国民を対象として、財源は主として国または地方自治体による
租税が中心であり、給付の内容は労働力喪失者に重点がおかれているので社会福祉が重視
される。また、北欧型はすべての国民に等しい給付を行うという平等主義的な考え方が支
配的であり、給付の対象者を一般の人たちにも広げていこうとする普遍主義的な理念が強
い。そこで、北欧型では広く国民に平等な給付が行われるが、それだけに硬直的になりが
ちで、経済の変化に遅れていく傾向が見られる［pp.38-39］。以上の論述は、二種類の社
会保障制度のそれぞれの基本的な特徴である。	 
	 
第二項	 日本の場合	 
	 日本の社会保障制度は、佐口・土田［2009］の研究によると、社会保険、公的扶助、公
衆衛星及び医療、社会福祉という四つの分野で成り立っている［p.41］。また、日本の社
会保障制度は、時代により大陸型と北欧型のそれぞれの影響を受けたため、両方の性格を
有しており、混合した形になっている。例えば、1961 年から全国民にくまなく社会保障を
広げた国民皆保険、国民皆年金は、まさに北欧型への接近を特徴している。それに対し、
社会保険を中心に被用者の制度を優先するという点においては、大陸型の性格を持ってい
る［pp.38-39］。これは日本の社会保障制度の重要な属性である。	 
	 同研究［2009］によれば、日本の社会保障制度の特徴の一つは社会保険制度における制
度の分立である。日本の医療保険制度、健康保険制度と国民健康保険制度等八種類の制度
から成り立っており、それぞれが独自に運営されるという仕組みになっている、そして、
各制度間で給付も負担も異なっている［p.44］。	 
	 もう一つの特徴は地域福祉と職域福祉である。被用者を中心とする社会保障においては、
職域における施策が重視しされ、主として企業を通じて社会保障及び関連サービスを受け
ることになる。被用者は地域社会における住民としての立場もあるため、地域での保障を
受ける場合もあるが、日本の場合は、住民としての地域社会での社会的諸施設が乏しかっ
たのに対し、職域においては従業員の生活保障の制度や施設の充実化が図られたため、従
業員のみならず、その家族を含めて職域の制度等によりカバーされることが多かった。日
本では企業内福利厚生（企業福祉）の優れた発達が見られたが、社会保障は福利厚生と密
接に関連しながら発達し、ときには企業の労務管理施策の一分野として利用されることも
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多かった。こうした面は大企業において特に著しく、職域による福祉は企業規模格差が大
きかった。一方、日本と同様に被用者中心の社会保障制度を有するドイツとフランスにお
いては、職域を通じての給付が見られたが、地域によるそれと大きな差はなく、労務管理
施策の一分野として利用されることも少なかった［p.47］。	 
	 以上の分析からみれば、日本の社会保障は、日本社会の文化をある意味で大きく影響あ
るいは反映していると考えられる。例えば、全国民対象の皆保険、皆年金体制は、信頼、
協力し合いながらチームの力で成果をあげるという日本職場の特徴を反映できる。	 
	 そして、地域保障の代わりに、企業内の福利厚生が発達している。それに、日本企業の
独特な長期雇用制度を加え、日本の労働者にとって企業の意味は単純に働く場所ではなく、
家のような存在で、もう一つの重要な生きる場所であると認識させられている。それによ
り、企業内で徐々に欧米と全く異なる文化を形成し、団結、協力的な意識は強くなってい
ると思われる。	 
	 これは内部の効率的なクロスファンクショナルな活動の円滑的な実施、及び外部の長期
安定的なサプライヤー関係の維持の極めて重要なベースを提供している。そのため、原価
企画の特徴の形成の重要な誘因であると考えられる。	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第三章	 アメリカ式技法の形成要因の探究	 
	 	 
第一節	 原価管理システムの特徴	 
	 Krumwiede と Suessmair［2007］のアンケート調査によれば、アメリカ製造業企業の中
で、ただ 17％の企業が原価企画を自社の原価管理技法の一つとして使っている。その中で、
化学、医薬品企業の比率が一番高く、23％を占めている［p.6］。また、Grasso［2005］
は、アメリカでは多数の企業は活動基準原価計算（ABC）を全く導入していない、あるい
は最初に ABC を実施してあきらめた企業も少なくないと指摘している［p.13］。Sharman
［2003］のアンケート調査により、80％のアメリカ企業はまだ伝統的な原価配賦法を使っ
ており、60％のアメリカ企業が ABC を導入したことがある。ただ、その後導入した企業の
およそ三分の二は ABC を断念していたと指摘している［pp.44-46］。今節では、アメリカ
の主要で代表的な原価管理技法を論述し、それぞれの特徴を明確にしたいと考えている。	 
	 
第一項	 原価企画	 
	 岡野［1998］の研究では、Chrysler 社での原価企画の実施について具体的に紹介してい
る。1989 年から 1991 年にかけての純利益が落ち込んだ時期をきっかけにし、Chrysler は
ネオン等の車種の開発プロセスで原価企画を導入していた。その特徴を二点にまとめてい
る：①様々な開発チームのベースとなるプラットフォームチームの強化；②サプライヤー
との関係を再構築。この二つのポイントは日本の自動車等組立型企業のケースと共通して
おり、資材、購買部門を中心とした VA 活動を端緒として、原価企画を導入することが多
いと指摘している［p.51］。しかし、アメリカでは、Krumwiede と Suessmair［2007］の
アンケート調査により、製造業の中で 17％の企業が原価企画を採用している［p.6］。そ
して、その実施程度も不明であるため、アメリカにおいては、原価企画が成功的に実施さ
れている状態ではないと認識できるだろう。ただ、80 年代から、アメリカの管理会計学界
では、原価企画に対する関心が徐々に高まり、原価企画の理論に対する理解は決して浅く
はない。	 
	 90 年代以降、欧米で原価企画に対する代表的な研究者は Cooper である。Cooper は 90
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年代半ばから一連の研究を発表し、欧米での原価企画研究に大きなインパクトを与えてい
た。そして、Cooper［1995］は、日本企業の競争行動を分析し、全面対決戦略（confrontation	 
strategy）という概念を提唱している。その全面対決競争環境の下で、企業の競争優位を
出せるために、既存製品と将来製品両方の原価管理、起業家精神等の活用が重要であると
指摘している。また、原価企画は将来製品の原価管理の手法として取り上げ、戦略的コス
トマネジメントの視点から、原価企画の本質を分析している。その後、Cooper と Slagmulder
［1997］は、原価企画と VE をテーマにし、製品の設計段階における原価及び利益管理の
手法として、両方の手法、役割及び実施プロセスなどを詳しく論述している。また、Cooper
と Slagmulder［1999］は、原価企画が製品のライフステージにおける最初の設計段階で中
核であり、フィードフォワードの原価管理手法と位置づけ、その重要性を強調している。
そして、原価企画を実施している企業間の特性に視点を置き、原価企画システムがサプラ
イチェーン内企業の間で連鎖するようにつながっているときに、より効果的になると認識
している。	 
	 一方、Rains［2011］は、原価企画について、三つのポイントがあると主張している。
それは、①原価企画は単なる原価目標を設定することではなく、企業経営に導ける全体の
バリューチェーン活動である。その中での原価目標は予算原価ではなく、必ず達成しなけ
ればいけない原価である；②原価企画は過去で発生した原価を報告する機能を持つ財務シ
ステムではなく、事前にコストを管理するシステムである；③原価企画は単なるエンジニ
アたち、マーケティング部門に使われるシステムではなく、確かにその中でエンジニアリ
ングの役割が非常に重要であるが、消費者需要の認識から機能開発までの一連の綿密な活
動からなっているのである［p.25］。	 
	 以上のレビューを通し、アメリカ学者のごく一部は日本の原価企画の本質について正し
く理解していると見える。ただ、実際に実施する際、環境、文化などの側面からの制約が
日本よりだいぶ違うため、実務上の原価企画がアメリカにおいてあまり成功とは言えない
状態であると考えられる。	 
	 
第二項	 活動基準原価計算（ABC）	 
１、特徴	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図表 3-1	 伝統的二段階原価配賦法	 
	 
注：櫻井［1995,p.49］	 
	 櫻井［1995］は、90 年代半ばに日本の国際競争力が徐々に落ち、戦後の成長を支えた日
本型経済システムの構造改革が迫られている背景の中で、間接費の管理に焦点を置き、当
時の日本企業にとって必要とされる処方箋を示すという着目点から ABC と ABM を深く検討
している。	 
図表 3-2	 ABC の原価配賦法	 
	 
注：櫻井［1995,p.51］	 
	 櫻井［1995］の研究によると、活動基準原価計算（ABC）は、構造的には二段階の原価
配賦法であると論述している。まず、製造間接費が活動センターを通し、細分化したコス
トプールに原価を集計する。これは伝統的原価計算における製造間接費配賦の第一段階に
相当し、資源消費段階における原価の割当でもある。活動センターは原価作用因ごとに設
けることもでき、いくつかの関連性のある原価作用因をまとめて一つの活動センターを設
けることもできる［p.50］。ここの特徴は、ABC が伝統的な原価計算と大きく異なり、革
新的なところである。	 
	 そして、活動センターは性質のことなる活動により細分でき、いくつかのコストプール
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に分けられる。コストプールに集計された原価は、原価作用因に基づき製造間接費を製品
に割り当てる。これは伝統的な原価計算における製造間接費の第二段階に相当し、活動原
価の割当段階である［pp.50-51］。ABC は伝統的原価配賦法と同じ二段階の構造を持って
いるが、各段階の配賦はより精確的であると言える。	 
図表 3-3	 日本企業の原価配賦法	 
	 
注：櫻井［1995,p.53］	 
	 また、櫻井［1995］は、日本企業で行われた伝統的部門費計算は、構造的には二段階で
あるが、配賦の視点から見たら実は三段階であることを指摘している（図表 3-3）［p.52］。
日本企業の伝統的原価配賦と比べ、櫻井［1995］は、活動基準原価計算（ABC）の特徴及
び日本にとっての意義をまとめている。それは、①不適切な伝統的間接費の配賦計算と比
べ、ABC はより正確な原価計算を期待できる；②第三段階（図表 3-3）で用いられた配賦
基準について、ABC は直接作業時間、機械時間などの操業度関連の配賦基準だけではなく、
活動を基準にしている；③第二段階（図表 3-3）の配賦について、ABC では補助部門から
製造部門への配賦が排除されているのである。その中で、特に三点目については、日本企
業にとって画期的である。ただ、それを実現するには、活動センターとコストプールの設
置が必要であると指摘している［pp.53-54］。以上で述べた構造及び特徴の視点から見れ
ば、ABC は確かに今までの配賦計算と違い、特徴的な部分を持っていることは否認できな
い。それでは、より具体的に ABC の特徴を明確にするため、以下の例題を作った。	 
	 
２、計算例	 
	 某工場では製品 A,	 B,	 C を生産している。各生産予定数量は A：3500 個、B：1000 個、C：
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500 個（すなわち生産量の比例は A:B:C＝7:2:1）である。活動は四つがある：機械修理、
設計活動、運搬作業及び部門管理。そして、それぞれの原価作用因は修理時間、設計回数、
運搬距離と管理時間と仮定する。具体的な情報は図表 3-4 のように示している。	 
図表 3-4	 
	 原価作用因	 製造間接費	 配賦基準	 配賦率	 
機械修理	 修理時間	 20,000 円	 200h	 100 円/h	 
設計活動	 設計回数	 300,000 円	 1,500 回	 200 円/回	 
運搬作業	 運搬距離	 50,000 円	 1,000km	 50 円/km	 
部門管理	 管理時間	 100,000 円	 400h	 250 円/h	 
	 また、四つの活動の原価作用因により、製品別の使用量の比例関係は以下のようになる：	 
①機械修理の時間配分比例は A:B:C＝3:4:3	 
②設計活動の回数配分比例は A:B:C＝1:1:1	 
③運搬作業の距離配分比例は A:B:C＝7:2:1	 
④部門管理費の時間配分比例は A:B:C＝3:5:2	 
	 したがって、例えば機械修理の場合、製品 A に対する配賦原価の計算は：	 
	 例：	 製品 A に対する配賦原価＝100×200×3/(3+4+3)＝6,000	 
	 そのように、各活動は A、B、C 三つの製品に対するそれぞれの配賦原価金額を計算でき
る。具体的な結果は図表 3-5 のようになる：	 
図表 3-5	 
	 製品 A	 製品 B	 製品 C	 
機械修理	 6,000 円	 8,000 円	 6,000 円	 
設計活動	 100,000 円	 100,000 円	 100,000 円	 
運搬作業	 35,000 円	 10,000 円	 5,000 円	 
部門管理	 30,000 円	 50,000 円	 20,000 円	 
配賦原価合計	 171,000 円	 168,000 円	 172,000 円	 
生産量	 3,500 円	 1,000 円	 500 円	 
単位原価	 48.857 円	 168 円	 344 円	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３、日本の原価企画との比較	 
	 櫻井［1993］は当時 90 年代日本の学界で非常に話題になった活動基準原価計算（ABC）
に対し、伝統的な日本的原価企画と簡単に比較している。その結果は、主に四つの要点が
まとめられる。それは、①ABC は戦略的原価分析に役立ち、原価企画は原価低減に役立つ
こと；②ABC は財務中心であり、すべてを数字で表そうとしており、可視性が高い。原価
企画は実態管理であり、現場中心の管理である；③ABC は原価企画と違い、経理主導でで
きる活動である；④ABC は少品種大量生産に有利であり、原価企画は多品種少量生産を指
向しているのである［p.108］。これにより、もともと応用段階が異なる活動基準原価計
算（ABC）と原価企画は直接的に比較でき、それぞれの特徴が明確になっている。	 
	 
４、日本の原価改善との比較	 
	 門田［1994］の研究では、日本とアメリカの自動車メーカーでの ABC と原価改善を直接
に比較している。日本の自動車メーカーは、アメリカの自動車メーカーと比べ、購入部品
費は総原価に占める割合が圧倒的に高い。これは日本の自動車メーカーの外部調達率が高
く、アメリカの自動車メーカーの内製率が高いからである。日本の自動車企業では、変動
費（購入部品費、内製品の素材、塗料等のコスト及び直接労務費からなる。）が総原価に
占める割合は約 80％超になっている（トヨタ自動車の場合には、直接材料費は約 85％、
直接労務費は約 6％、経費は約 9％という構成になっている）。	 
	 したがって、日本の場合は、操業度関連のコストドライバーにより、そのコストビヘイ
ビアをほとんど説明できることになっている。ABC の主張の通り、操業度関連以外の詳細
なコストドライバーにより固定費のビヘイビアを説明する必要は、アメリカ企業の状況と
は異なり、それほど高くないと推測できる。そして、原価の大部分が変動費であるため、
固定費の管理より変動費の管理が遥かに重要であることも認識できる［pp.253-254］。す
なわち、アメリカで誕生した ABC は、そのメリットが日本実際の産業特徴と食い違い、日
本の自動車メーカーのニーズと合わせていない状況である。これも日本企業が ABC に対す
るあまり関心を持たない事実の代表的な理由であると言える。	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５、形成	 
	 櫻井［1995］は間接費の管理をテーマにし、ABC の形成背景を論及している。1980 年代、
アメリカの製造業の競争力が低下しおり、日本との経済競争に次々と敗れていき、経済の
根本からの変革が必要であった。当時行われた M＆A は、実はリストラのために必須の手
段であった。また、同時にアメリカは、不採算部門の切り捨てなど思い切った手段が必要
であった。当然ながら、そのためのツールを必要としていた。すなわち、アメリカ企業は
効率性を高めるための手法を求めている［p.47］。	 
	 長谷川［1992］は、ABC に関する Kaplan 等の多数の先行研究をまとめていた。その中で、
ABC の形成背景に関しては、1980 年代当時多くのアメリカ企業は世界的企業としての条件
を整えつつあったが、会計システムと管理システムにはまだ何の変革も起っていない。そ
のため、正確な製品原価を計算できず、収益性の分析において経営者の判断を誤らせる恐
れがあると述べている［pp.1057-	 1058］。	 
	 Grasso［2005］は、ABC の形成背景に対し、当時アメリカの会計システムは主に財務報
告書の作成のために設定したので、プロセスに関わる情報を集成しすぎて製品やサービス
に関する情報を歪んでしまい、正確な意思決定をタイムリーにサポートできなかいと指摘
している［p.12］。こういう背景の中で、増大する製造間接費管理の方法として、1980 年
代の後半に、アメリカにおいて活動基準原価計算（ABC）は誕生した。	 
	 また、活動基準原価計算（ABC）の主要な目的は、櫻井［1995］は,プロダクトミックス
の変更による収益性の向上にあり、活動基準原価計算（ABC）はプロセス改善の手法とし
てより、リストラを目的とした戦略的決定に役立つ手法として開発されたと主張している。
つまり、収益性の悪い製品系列を発見して切り捨てるという戦略は ABC により実現するこ
とが使命である［pp.73-74］。	 
	 一方、アメリカでは、“cost”の意味は原価と費用の二つがある。すなわち、原価と費
用の区分が比較的に曖昧である。それに対し、日本の原価計算はおそらくドイツ原価計算
論からの影響を受けていたため、原価、費用、支出の関係は厳格に区分されていると述べ
ている［櫻井,1995,p.58］。以上の分析からまとめられるのは、活動基準原価計算（ABC）
の誕生が常に経営の効率性を追求しているアメリカ企業の特徴と緊密につながっている。
そして、原価に対する概念上の曖昧さは、ドイツのプロセス原価計算（PK）の計算構造等
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に比べ荒い現状に影響が及ぼしていると考えられる。	 
	 
第三項	 標準原価計算	 
	 標準原価計算は、実際に発生した原価を注目するだけではなく、利益計画に沿い設定さ
れた目標利益を達成するために、過去のデータと統計資料等を分析し、実現可能な標準原
価により製造原価を算出する方法である。また、標準原価と実際原価を比較し、原価要素
別に差異分析が行い問題点などを把握、改善する標準原価管理もそれをベースに発展して
きた［中井,2012,pp.54;59］。ただ、標準原価計管理の基盤になっているのは、20 世紀の
頭に Taylor から提唱された科学的管理法である。	 
	 目時［2009］の研究によると、Taylor の科学的管理法は、徹底的に無駄を排除できる作
業の精確な動作、時間の標準を科学的な研究、分析を通して設定する。同時に作業員の出
来高に応じ、報酬制度も設ける。これらにより、労働者を標準の達成に向け金銭的なイン
センティブをつけている。その結果、Taylor の科学的管理法は、無駄の原因になる要素に
直接にアプローチし改善を図っている［p.329］。標準原価管理の基本的なプロセスは、
同研究［2009］によれば、ラインの作業活動の標準原価を設定し、同時に現場作業員ある
いは現場管理者に伝達することから始まる。その後、一定期間の作業を実施している間、
是非活動のためのデータを得るべく実績を監視し、前の標準と比較する。その基盤になる
Taylor の科学的管理法の一連のプロセスと共通している［p.330］。また、前節で論述さ
れた日本の原価維持については、実は伝統的な標準原価計算の技法を用い発生場所別及び
責任者別に発生原価を管理している。その故、日本の原価維持も、ある意味で標準原価管
理とも言える。一方、標準原価管理は今でもアメリカ企業の中で多く使われているので、
原価管理に対する有効性まだ否定できないと考えられる。	 
	 
第二節	 自動車生産の伝統	 
	 第一章において活動基準原価計算（ABC）の形成に関する論述を通し、製造間接費の膨
大は、その形成と直接につながっていることが理解できる。それでは、間接費の膨大化に
つながる原因は、アメリカの自動車メーカーの内製率が高いことである。したがって、ま
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ずアメリカの自動車生産の伝統から見てみよう。	 
	 小谷［2001］の研究により、1898 年 Henry	 Ford は既に販売を目的とする自動車を製作
したが、1903 年 7 月 6 日デトロイトの石炭業者 Alexander	 Y.	 Malcomson の協力を得て Ford
自動車を設立した。Ford の生産政策は、モーター運転によるコンベアー組立、高度の特殊
機械工具の使用に基づく生産物の標準化、強度の監督による労働の細分化及び高賃金率な
どにより特徴づけられる。その中で、特にコンベヤーによる流れ作業方式の導入は、自動
車の量産に決定的な役割を演じたのである。そして、組み立てラインに流れ作業を導入し
生産量の増大とともに、単位当たり生産費が低下し、価格の引き下げを行って低価格方式
で多数の顧客を獲得した。この過程を繰り返すうちに間もなく市場を量的に圧倒した。	 
	 1908 年における、Ford の T 型車と GM 社の設立の二つ出来事はアメリカ自動車産業の発
展にとって重大な意味を持っている。自動車の生産台数はこの時期から 10 万台レベルか
ら 100万台レベルと飛躍的に増大したのである。1908年には 6万 4000に過ぎなかったが、
1909 年になると生産台数は 10 万台を超えて一気に 12 万 4000 台を至った。そして、1910
年代を通して自動車産業はさらに急速に成長と発展し、1916 年におけるついに 100 万台を
突破して152万6000台に達し、1917年当時最高の174万6000台を生産していた［pp.8-12］。
これは完全に Ford 大量生産システムの御陰である。	 
	 だが、Ford の大量生産方式は、実は今後の間接費の肥大化に非常に深く関わっていると
考えられる。櫻井［1995］は、アメリカの自動車メーカーの現状について分析している。
アメリカのメーカーでは段取り、設計、マテハン、検査等支援に関わる製造間接費が日本
のめーかーにより異常に高く、したがって間接費を低減する必要性が日本以上に強かった。
しかも、それらの支援原価の多くは従来、製造間接費として処理してきたという背景があ
る。また、日本のメーカーでも工場自動化により支援関連の製造間接費は増大してきたが、
原価低減のニーズはアメリカに比べてまだ低いと指摘している［pp.53-54］。そして、小
山田［2012］の研究によると、Ford の大量生産方式は徹底した機械化により作業が単純化
されるとともに、細分化及び分業化が進んでいる。但し、職人的技術に基づく熟練工が直
接生産部門から排除される一方で、間接部門において新しい熟練工が必要とされるように
なっている。それは、機械設備の維持管理を担当する技師や修理工、製品の仕上げや品質
検査を専門とする熟練工である。そして、このような間接部門の肥大化傾向が第二次世界
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大戦後に顕著になっている［p.53］。しかも、組立部門における反復的単純に対する労働
者の不満も高まっている。	 
	 そもそも、Fordの生産システムはTaylor科学的管理法からの影響を大きく受けている。
小山田［2012］は、Taylor の科学的管理法においては、生産の制御と作業計画、保守、整
備、品質検査といった機能を間接生産部門に集中させることにより、直接生産部門におけ
る労働を単純化して機械化、自動化を進めようとするのであったが、それは間接部門にお
ける熟練工の必要性を高めるとともに、間接部門の肥大化をもたらすものであったと指摘
している［pp.67-68］。したがって、Ford の大量生産方式は今後活動基準原価計算（ABC）
の形成を促進させたと認識できる。	 
	 一方、大手自動車メーカーは最初の資本蓄積にともない、それまで市場からの購入に依
存していた各種部品の自己生産を始めるようになった。第一次世界大戦の勃発に伴う自動
車不足の出現から、大手会社はこの期間に少なくともエンジンの生産を始め、必要な部品
の自己生産をするようになった。このように市場の過程を排除し、原材料段階から完成品
段階に至る諸活動を、一企業内部に統合する傾向が現れてきた［p.13］。	 
	 以上の論述から、アメリカの自動車生産について、二つの特徴がまとめられる。一つは
Ford のベルト・コンベヤーによる大量生産方式である。これは間接部門の肥大を招致し、
活動基準原価計算（ABC）の形成について直接的な要因であると言える。また、もう一つ
のは、垂直的統合により部品等の内製化である。これは今後 ABC の形成に直接的に影響し
ていると考えられる。	 
	 
第三節	 サプライヤー関係	 
	 それでは、アメリカ自動車メーカーと部品メーカーの関係は一体どうなっているのだろ
うか。馬頭［1985］の研究によると、アメリカの自動車メーカーは自制動装置、自動変速
機、ステアリング部品、燃料噴射装置等の主要製品だけではなく、カーラジオとシートな
どの部品でも自社の事業部で内製している。そのため、自動車関連部品産業への依存度は
低くなり、外製比率は凡そ 52％にとどまっている［p.78］。そして、アメリカでは日本と
同じように、受注先の部品メーカーは固定的ではない。ただ、アメリカの自動車メーカー
は多数の部品メーカーと直接に発注しているので、結局完成車メーカーの周辺に集まって
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いる取引部品メーカーの数は、日本と比べて一桁多くなっている（図表 3-6）［pp.78-79］。
これはアメリカにおいてのサプライヤー・メーカーの現状である。	 
図表 3-6	 日米自動車の生産構造の対比	 
	 
出所：下川［2004,p.52］	 	 
注：	 1.	 外製比率（1978 年）＝
購買費用＋外注（下請、加工）費用
総製造費用
×100	 
	 	 	 	 	 	 2.	 1 次下請企業等においては、親企業は必ずしも 1 社とは限らない。	 
	 また、下川［2004］の研究によると、アメリカにおいては、部品メーカー特に機械メー
カーが自動車メーカーを育てた経験を持ち、かつ自動車メーカーが強大化するにつれ、部
品メーカーの買収合併や部品内製化による垂直的統合に進んでいったために、自動車メー
カーによる部品の内製率は日本より高くなっている。その代わりに、部品メーカーの独立
性が強く、自動車メーカーとの関係は対等な取引関係に立つ水平的分業の性格を持ってい
るので、ともすれば安定した受注関係よりも少しでも有利な取引関係に立とうとする極め
てドライな割り切った関係となりがちである。またアメリカの部品メーカーは自動車メー
カーの部品内製化が進むにつれ整理淘汰される中で自立的な高い技術水準を持つものの
みが生き残る傾向が強く、必ずしも、自動車だけに特化しないものも多い［p.64］。	 
	 そして、アメリカにおいてサプライヤーの取引慣行では、1 年ごとに入札方式で取引先
を決め、取引先が次々と入れ替わることも普通である。アメリカの自動車メーカーはモデ
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ル・チェンジ・サイクルが長いため、特別の技術力を要する要素部品については長期契約
する場合もあるが、一般に内製率が高く、発注量が多いものでは内製と外注の選択のプレ
ッシャーと絶えざる価格引き下げのプレッシャーにサプライヤーは曝されるのが通常で
ある。絶えず入札による価格改定の圧力を受けるから、短期的に入れ替えることもおかし
くないと指摘している［pp.315-316］。これは日本の集団的な結びつきによる緊密な協力
関係を軸として、分業を展開していることとはだいぶ異なっている。したがって、歴史的
な要因と欧米の取引関係により、アメリカの部品メーカーが一定程度で自動車メーカーの
部品内製化を加速させたと考えられる。いわゆる、活動基準原価計算（ABC）の形成につ
いて直接的な要因であると言える。	 
	 
第四節	 経営の特徴	 
	 アメリカ企業の経営特徴については、Krumwiede と Suessmair［2007］の研究によると、
アメリカ企業は短期的経営計画を重視していると指摘している［p.2］。また、本論文に
おいての第二、三節のところも既に論及している。それは、製品系列を切り捨てるより、
短期的収益性の増大を戦略的に重視すること；自動車メーカーとサプライヤーの短期契約
関係のことである。これらの経営上の特徴はすべて活動基準原価計算（ABC）の形成に直
接に関わっている（具体的内容は前文で参照してください）。	 
	 
第五節	 労働者の雇用及び報酬制度	 
	 第一節において論述された Ford の大量生産方式は、間接費の肥大化をもたらし、活動
基準原価計算（ABC）の間接的形成要因であると述べた。いわゆる、当時のアメリカでは
特に自動化生産の発展につれて、間接費に関する有効な技法はまだ存在していないので、
ABC が誕生したのである。しかしながら、その前の長い間のアメリカにおいては、生産と
直接に関わっている労働者たちの管理は非常に大事である。これは、最初にアメリカで誕
生したもう一つの重要な原価管理技法	 -	 標準原価計算の形成について極めて重要な原因
である。	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第一項	 労使関係	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 アメリカ自動車産業では、篠原［2003］の研究によれば、依然として集団的労働力取引
が強固である。伝統的にアメリカ労使関係は、団体交渉制度と組合による厳格な職場規制
に特徴づけられてきたと言える。そこでは労働力の売買について、労使間の団体交渉とい
う労働力の集団的な取引を通じて行ってきたと言える。こうした伝統的な集団的取引の下
においては、労働力の個別的活用、すなわち個々人の能力を発揮させることは困難である
［p.14］。	 	 
	 一般に、労使関係を長年にわたり育み、職場における強固な組合規制を築き上げていた
西欧社会においては、労働者間の競争と敵対を極力排除する目的から、賃金決定は、労働
者個別の能力差が処遇に反映されない仕組み出来上がっている。アメリカでも強力な組合
規制については同じであると言ってよい。社会階層、階級間格差が大きいことが特徴とし
て挙げられよう。社会階層として上位に位置するホワイトカラー層は、総じて収入が高い
代わりに仕事上の個別の能力差、責任を追う立場にある。それに対しブルーカラー層は、
労働組合規制によって、仕事上の個別の能力差があわれない働き方を行っている。労働組
合と経営側と団体交渉いわゆる集団的取引により、労働の賃金率を決定してきた。このよ
うな決定し方により、個別の要素の入り込む余地のない報酬制度が根付いているのである
［pp.67-68］。アメリカにおいては、日本と全く異なる労使関係が存在している。日本の
場合は、労働組合も存在しているが、あくまで企業内の組織である。そのため、アメリカ
の労働者の報酬制度もそれにより異なっている。	 
	 
第二項	 報酬制度	 
	 アメリカにおいては、生産部門に携わる労働者の場合、伝統的に同一労働同一賃金に代
表される職務給が一般的である［篠原,2003,p.53］。だが、Appelbaum と Batt の研究［1994,	 
pp.78-84］によると、1980 年代以降、経営、非経営側を問わず、新たな報酬制度を模索す
る動きが活発するようになった。従来からの報酬制度に比べると、企業の実績に基づくな
ど、よりインセンティブを強く意識し、あるいは環境にあわせる傾向が特徴になる。従来、
ブルーカラー労働者を対象にした賃金決定する場合、産業レベルにおける賃金相場に基づ
き、団体交渉を通し決定されていたが、それは企業の経営実績との関係性がほぼない。そ
	  
	  
43	  
のため、基本給、可変給（企業業績に適合する）、間接給（福利厚生）の三部分を分けて
考えるという新しい提案が出た。	 
	 その中で、特に可変給に関しては、gain	 sharing、profit	 sharing あるいは個別、集団
ベースの奨励給が代表的な形態である。個別、集団ベースの奨励給とは、従来の出来高給、
歩合給、能力給を指し、近年の形態としては pay	 for	 skill/knowledge を表している［pp.78-	 
84］。篠原［2003］の研究によると、pay	 for	 skill/knowledge は、労働者個別の技能、
知識を処遇する意味におき、従来の集団取引的報酬決定より、かなり個別取引的傾向を帯
びている。ただし、アメリカにおいて、ブルーカラーに対する能力給の導入には抵抗があ
り、評価の客観性問題が大きく根ざしているところが注意すべきであると指摘している
［p.68］。また、能力給に対する議論も、アメリカにおけるほとんどの人的資源専門家に
とって、ホワイトカラー労働者がほぼ対象になり、ブルーカラー労働者に対しては極めて
曖昧であると述べている［p.64］。	 
	 そして、pay	 for	 skill/knowledge と異なり、gain	 sharing と profit	 sharing は、生
産性と利益の増加分に応じ集団的に昇給するため、その性格としては報酬制度の個別取引
的なものとは言えない、むしろ旧来からの集団能率給に近いものであると思われると指摘
している［pp.68-69］。また、労働者のインセンティブ評価については、ほとんど労働組
合内の規定によりものであるため、厳しい階級により設定した固い基準は、完全に個人差
による評価ではないところも注意しなければ行けない。したがって、アメリカにおいては、
労働者のやる気、いわゆる労働に対する意欲は日本に比べ極めて低いと考えられる。この
ような雇用特徴とそれに関わる社会的背景により、標準原価計算の標準原価の設定、そし
てそれによる原価差異分析がアメリカにおいては非常に重要であると考えられる。いいけ
れば、これらの特徴は、標準原価計算の形成に対し直接な原因であると言える。	 
	 
第六節	 社会（保障）制度	 
	 アメリカの独特な労使関係の形成については、実はアメリカの社会背景に深く関わって
いる。その中で、社会制度いわゆる社会保障制度は一番影響力があると考えられる。	 
	 厚生労働省大臣官房国際課［2012］の調査によると、アメリカにおいては、政府は原則
として個人の生活に干渉しないという自己責任の精神と、連邦制で州の権限が強いことが、
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社会保障制度のあり方にも大きな影響を及ぼしている。アメリカの代表的な社会保障制度
としては、大部分の有業者に適用される老齢、遺族、障害年金のほか、高齢者等の医療を
保障するメディケア（Medical	 +	 Care）や低所得者二医療扶助を行うメディケイド（Medical	 
+	 Aid）といった公的医療保障制度、補足的所得保障や貧困家庭一時扶助といった公的扶
助制度がある。医療保障、高齢者の所得保障の分野において顕著であるが、民間部門の果
たす役割が大きいことが特徴であり、また、州政府が政策運営の中心的役割を果たすもの
が多い。さらに福祉の分野においては、1996 年 8 月に成立した個人責任及び就労機会調整
法による一連の福祉改革により、“福祉から就労へ”が連邦政府の福祉政策の基本方針と
なっている。	 
	 そして、アメリカの社会保険制度については、年金分野において広く国民一般をカバー
する社会保障年金制度が存在するが、医療分野においてこうした制度は存在せず、公的な
医療保障の対象は高齢者、障害者、低所得者等に限定されている［p.267］。いわゆる、
全国民を対象にする医療制度ではない。	 
	 個人に対する自己責任精神の提唱は、徐々に個人としての独立意識を強く意識させてい
ると考えられる。そのため、アメリカは日本と違い、昔から個人主義を非常に重視ている。
結局、全体主義の意識を徐々に失い、人々の協力関係はあまり強調されていない。	 
	 その延長として、組織間の協力関係もうまく行かず、契約関係に縛られるケースが多い。
したがって、アメリカでは日本のようにメーカーとサプライヤーの緊密な関係はあまり期
待できない。	 
	 一方、財務省の統計データ（図表 3-7）によると、アメリカの国民負担率が諸先進国の
中で一番低い。特に、上の部分社会保険負担率は日本、ドイツに比べ極めて低いと見える。
したがって、アメリカは社会保障の分野の中で、低負担低福祉の代表国であると言える。
そのため、労働者達は今後の退職年金、医療保障等についての要求が強く、それに応じ労
働者達の利益を守るための労働組合の誕生が自然なことである。	 
	 また、労働組合の独特な制度とアメリカ企業の労働者報酬制度により、労働者から積極
的に目標を達成することはほぼ不可能である。そのため、標準原価計算の実施により、科
学、効率的な目標を設定し、よりよく現場管理できるようになっている。したがって、社
会保障制度は標準原価計算の間接的形成要因であると考えられる。	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図表 3-7	 国民負担率の国際比較	 
	 
出所：財務省［2012］	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第四章	 ドイツ式技法の形成要因の分析	 
	 	 
第一節	 原価管理システムの特徴	 
	 ドイツの原価管理システムの中では、限界計画原価計算（GPK）とプロセス原価計算（PK）
のような伝統的な技法がある以外、日本で生まれた原価企画にも大きな影響を受けられ、
尾畑［2000］の研究により、非常に重要な一つの技法として使われている［p.27］。今節
では、まずドイツでの原価企画の特徴を分析し、そして今まで日本ではあまり熟知されて
いない限界計画原価計算（GPK）とプロセス原価計算（PK）に重点を置き、具体的に解明
したいと考えている。	 
	 
第一項	 原価企画	 	 
	 谷［1996］は、日本の原価企画がドイツに歪んで紹介されているという問題意識で
Horváth と一緒に共同研究を行った。その比較の結果としては八つの要点をまとめている
［pp.46-48］。その中で、二つのところには非常に興味深い：①ドイツでは、市場指向の
製品開発が原価企画の目的として強調されたため、目標の設定と細分割付に顧客のニーズ
をどう反映するかを分析するツールの適用が注目されている。市場指向の製品開発は日本
の原価企画の展開の中で生まれ育った発想であり、実際にも、VE の中で、顧客の観点から
機能の定義、評価を製品開発に関わる様々の部隊のインタラクションを通じ行おうとする
のが基本なのに対し、ドイツではできるだけ分析的ツールを使おうとする傾向がある。し
かも、機能の評価値を目標原価の機能別の細分割付に用いようとする考えがある
［pp.46-47］；②ドイツでは、ラグビー方式による製品開発が、いろんな職種を巻き込ん
で原価企画を進めている。コンジョイントエンジニアリングの展開と同様、欧米ではフォ
ーマルなプロジェクトチームを組まないと、原価企画がうまく機能しない傾向がある。ド
イツ企業の原価企画チームの構成については、会計担当者が積極的な役割を果たしている
ことは典型的なやり方である。これはドイツ企業に原価企画が導入された経緯によるもの
と言える。また、ドイツ企業では、市場指向の製品開発が原価企画の目的として強調さて
いるため、営業部隊がチームのメンバーになることが多いのも特徴である。しかし、開発
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初期での生産技術および特に購買部隊の影響力は多少低い［p.47］。	 
	 以上の二つの特徴から見れば、導入された同時の経緯もあるが、文化的な要素もかなり
原価企画の実施を影響している。したがって、原価技法の導入あるいは移転に対し、最初
に正しく認識できることも非常に重要であるが、技法以外の環境、実施要件なども深く理
解しなければいけないと言えるだろう。	 
	 
第二項	 プロセス原価計算（PK）	 
１、特徴	 
図表 4-1	 プロセス原価計算の構造	 
	 
出所：河野［2000,p.166］	 
	 プロセス原価計算は、靍［1998］の研究によると、間接的な給付領域における原価透明
性を高め、効率的な資源消費を保証し、キャパシティ利用度を提示し、原価計算を改良し
て誤った意思決定を回避する新しいアプローチと定義している［p.376］。中田［1998］
は、原価負担者にある期間に発生したすべての原価をできるだけ発生原因に適った方法で
帰属計算することを目的とした原価計算システムであるとまとめている［p.76］。さらに、
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プロセス原価計算の実質は全部原価計算であり、その基礎は、間接費の活動指向的配賦に
ある。ただ、伝統的全部原価計算と違い、原価と生産単位との間の関係をできるだけ発生
原因的に適切に表現するような基準量が使用すると指摘している［pp.76-77］。	 
	 河野［2000］の研究は、あらゆる側面からプロセス原価計算について詳細的に考察して
いる。河野［2000］はプロセス原価計算が間接費の計画、指導、統制および削減のための
具体的手段であるとまとめている。そして、プロセス原価計算により間接的給付領域にお
ける原価透明度を高め、能率的な資源消費も保証できる。しかも、能率完全利用を目指し
ており、製品原価計算を改善でき、戦略的意思決定を精確的に下せるというメリットも持
っている。ただ、これらを実現する為に、三つの要点が重要であるとまとめている。それ
は、①間接領域におけるプロセス及びそのアウトプットの分析と形成によるプロセス管
理；②プロセス原価管理、すなわち間接領域のプロセスの原価発生原因と原価関数の分析
と形成；③戦略的製品原価計算、製品のプロセス指向的計算のである［pp.39-40］。	 
図表 4-2	 プロセス原価計算における一段階帰属計算	 
	 
出所：河野［2000,p.105］	 
	 また、同研究［2000］は、プロセス原価計算は最終的に製品の全部原価を算出するため
に計量し、発生原因志向的に原価を測定する給付プロセスの機能分析的な考察が中心であ
ると指摘している。プロセス原価計算の考察の中心は組織的なものであり、領域最適化、
領域中心主義に向けられている。また、プロセス原価計算の概念的基礎は、間接費の活動
志向的配賦計算に志向しているのである。直接費の把握及びその計画は限界計画原価計算
に類似し実施される［p.40］。	 
	 一方、プロセス原価計算の主要目的は、尾畑［1992］の研究では、大きく二つに分けて
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いる。それは、①製造支援領域、販売領域、管理領域における間接費の計画と統制である；
②因果関係に応じた製品原価を計算し、戦略的意思決定に役立つ製品原価情報を提供する
ことである［pp.709-710］。以上はプロセス原価計算の基本的な特徴である。	 
	 
２、アメリカの活動基準原価計算（ABC）との比較	 
	 尾畑［1998］の研究によると、アメリカの活動基準原価計算（ABC）では、既存の部門
を離れ原価をコストプールに集計することが強調されることが多い。それに対し、ドイツ
のプロセス原価計算においては、あくまでも部門別計算がベースであり、部門の中を部分
プロセスに分割するのである。その部分プロセスはアクティビティに相当する［p.56］。
また、同一部門内及び他部門の同質的な部分プロセスを集約して主要プロセスを作る。主
要プロセスとは、同じ原価作用因を基礎に持つ一連の同質的アクティビティである。また、
異なった部門で行われる相互に関連ある一連の部分プロセスを一つの主要プロセスに帰
属させることにより、はじめから部門を無視し ABC を実施した場合の活動定義と同様の効
果を持つことができる［p.57］。	 
図表 4-3	 プロセス原価計算のプロセスの分類	 
	 
出所：河野［2000,p.100］	 
	 さらに、同研究［1998］によると、部分プロセスには、“プロセス量がアウトプット量
に比例的なプロセス（lmi）”と“プロセス量がアウトプット量に中立的なプロセス（lmn）”
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の二種類のプロセスがある（アウトプットとは、各部門が他部門または自部門に対し提供
するサービス量である。）。それは、①プロセス量がアウトプット量に比例的なプロセス
（lmi）は、提供するサービス量が増えるとそれに応じて仕事の量が増えるプロセスであ
る；②プロセス量がアウトプット量に中立的なプロセス（lmn）は提供するサービス量が
増えても仕事の量が影響を受けないプロセスである。ただ、ここで述べた lmi と lmn の関
係は一見普通の変動費と固定費の概念と似ているが、実は全く別物である。プロセス原価
計算では、提供するサービス量とプロセス量が比例関係にあっても、それと原価発生が比
例関係にあるとは限らない［pp.56-57］。この部分プロセスに対する分類法は ABC におい
て存在しないため、プロセス原価計算の重要な特徴であると言える。	 
図表 4-4	 プロセス原価計算の適用領域	 
	 
出所：尾畑［1998,p.54］	 
	 尾畑［1998］は、プロセス原価計算と ABC 原価計算に対し簡単な比較を通していくつか
のポイントを指摘している。それは、プロセス原価計算はアメリカの ABC 原価計算の発展
を受け、Horváth と Mayer により展開されたものである。そして、プロセス原価計算と ABC
原価計算とは全く別物であることは、プロセス原価計算の主張者だけではなく、その批判
者でも強く主張している。それに、ABC は非常に荒っぽい原価計算システムしか生まれな
いアメリカの実務から誕生したものなので、非常に精緻な限界計画原価計算システムなど
を持つドイツの中では、主流のトピックになることは考えられない［p.53］。	 
	 そして、ABC 原価計算とプロセス原価計算の違いに対し、尾畑［1998］の整理により
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Horvath と Mayer の主張は、主に三つの要点をまとめる：①プロセス原価計算と ABC 原価
計算の適用範囲が異なる；②プロセス原価計算は部門別計算から出発する；③プロセス原
価計算は、「アウトプット量の影響を受けるプロセス」と「アウトプット量に影響されな
いプロセス」を区別する［pp.53-54］。また、その二点目について、河野［2000］はプロ
セス原価計算が ABC の原価負担者観点を重視することとは対照的であると指摘している
［p.39］。	 
図表 4-5	 プロセス志向的観点からの原価計算	 
	 
出所：河野［2000,p.155］	 
	 一方、河野［2000］の研究によると、図表 4-5 の示したように、プロセス原価計算と ABC
の共通性は明白である。ただし、課題に対し異なるところもあると指摘している。それは、
①活動と部分プロセス、活動と主要プロセスについての概念の相違；②プロセス全部原価
計算を原価部門計算の伝統的機能、志向的機能に含めること。したがって、コストテーブ
ルを特に設定する必要はない；③プロセス全部原価計算の首尾一貫した二段階に形成され
た構造；④プロセス全部原価計算における部門アウトプット変動部分プロセス原価と部門
アウトプット固定的部分プロセス原価との区分を行う。それは計算技術的な理由によるも
のであり、実質的観点からではない［p.165］。最後、ABC は活動志向的に発生原因原則に
強く適応された変動間接費と固定間接費の配賦計算に向けられる。それに対し、プロセス
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原価計算は企業におけるすべての間接的給付領域の当面の増大する間接費帰属計算を行
う方法である。この二つの原価アプローチは固定間接費の配賦を含み、一段階ないし多段
階の限界計画計算の特別な場合を表すものであると指摘している［p.166］。それでは、
より具体的にプロセス原価計算の構造を論述できるために、ここで例題を設ける。また、
この例題のシナリオ及びデータは前節で挙げた ABC の例題と全く一緒であるため、それぞ
れ両方の違う特徴を直接の比較を通し、より明確に表せると考えている。	 
	 
３、計算例	 
	 活動基準原価計算（ABC）との違いをよりよく比較できるために、ここで前文の第二節
のアメリカ原価管理技法のところで挙げた ABC 計算例の例題をもう一度使ってみよう。	 
	 某工場では製品 A,	 B,	 C を生産している。各生産予定数量は A：3500 個、B：1000 個、C：
500 個（すなわち生産量の比例は A:B:C＝7:2:1）である。プロセスは四つがある：機械修
理、設計活動、運搬作業及び部門管理。そして、それぞれの原価作用因は修理時間、設計
回数、運搬距離と管理時間と仮定する。具体的な情報は図表 4-6 のように示している。	 
	 ここで、まずプロセス原価率の計算方法を見てみよう：	 
プロセス原価率(lmi) = プロセス原価
計画プロセス量
= インプット
アウトプット
=プロセス量あたり原価	 
	 そして、プロセス原価計算の中で、“アウトプット量の影響を受けるプロセス”と“ア
ウトプット量に影響されないプロセス”を区別するところが特徴である（前者は lmi と呼
ばれ、後者は lmn と呼ばれている）。lmn 配賦率の計算式は以下のようになる：	 
lmn の配賦率 = Σlmn 計画原価Σlmi 計画原価 ×100%	 
	 最後、それにより計算した配賦率と前計算したプロセス原価率を使い、プロセス原価率
の合計金額を計算できる：	 
プロセス原価率合計 =プロセス原価率(lmi)×(1＋lmn の配賦率)	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図表 4-6	 
プロセス	 属性	 基準量	 プロセ
ス量	 
プロセス原
価	 
プロセス
原価率	 
lmn 配
賦原価	 
プロセス原
価率合計	 
機械修理	 lmi	 修理時間	 200h	 20,000 円	 100 円/h	 27 円	 127 円	 
設計活動	 lmi	 設計回数	 1,500 回	 300,000 円	 200 円/回	 54 円	 254 円	 
運搬作業	 lmi	 運搬距離	 1,000km	 50,000 円	 50 円/km	 13.5円	 83.5 円	 
部門管理	 lmn	 ／	 ／	 100,000 円	 ／	 ／	 ／	 
	 例：①lmn の配賦率＝(100,000÷370,000)×100%＝27%	 	 	 
	 	 	 ②機械修理の配賦原価＝100×27%＝27	 
図表 4-7	 
プロセス	 機械修理	 設計活動	 運搬作業	 
計画プロセス量	 200h	 1,500 回	 1,000km	 
プロセス原価率	 127 円	 254 円	 83.5 円	 
生産量に依存するプロセス量の比率	 30%	 0%	 100%	 
製品種類数に依存するプロセス量の比率	 70%	 100%	 0%	 
	 例：	 機械修理の製品 A に対する配賦原価：	 
	 	 	 ①200×30%×127＝7,620;	 7,620÷5,000＝1.524	 
	 	 	 ②200×70%×127＝17,780;	 17,780÷3＝5,926.667;	 5,926.667÷3,500＝1.693	 
図表 4-8	 
	 製品 A	 製品 B	 製品 C	 
機械修理	 1.524+1.693 円	 1.524+5.927 円	 1.524+11.853 円	 
設計活動	 0.000+36.286 円	 0.000+127.00 円	 0.000+254.000 円	 
運搬作業	 16.700+0.000 円	 16.700+0.00 円	 16.700+0.00 円	 
単位原価合計	 56.203 円	 151.151 円	 284.077 円	 
	 
４、概念の形成	 
	 河野［2000］の研究によると、ドイツにおける原価計算論は、Schmalenbach の経営価値
計算、限界原価計算の提唱、1920 年代以降の計画原価計算の生成、発展、そして、1950
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年代に限界計画原価計算が生成し、それが各種の補償貢献額システムとして展開した［pp.	 
45-46］。その中で、ドイツにおけるプロセス原価計算の形成は、アメリカの活動基準原
価計算（ABC）の影響を受けていたと考えられる。しかしながら、プロセス原価計算の基
礎になっている理念は、既に 100 年前に売れ行きの悪い品種に発生する複合費とこの影響
を給付計算に考慮する必要性を指摘した Schmalenbach の論文がある。そして、Siemens は
1978 年に工場でプロセス指向的原価計算システムを実施していた。当時受注が経営構造に
及ぼす影響を明確にし、それに対する間接費予算の適応と配賦計算方法の改善を目的とな
った［p.43］。	 
	 その後の 1985 年に、尾畑［1992］の研究によると、Siemens は『KWS におけるプロセス
志向の原価計算』という本を出版した。これもプロセス志向の原価計算という言葉の最初
の由来になった［p.708］。1980 年の後半には、実践的アプローチを基礎として、プロセ
ス原価計算という主題が経営学文献に多く取り上げられ、配賦問題の重要性が特に強調さ
れた［河野,2000,p.44］。そして、ドイツにおいて、プロセス原価計算今のように議論さ
れるようになったきっかけを作ったのは、1989 年にコントローリング雑誌に発表された
Horvath と Mayer の論文「プロセス原価計算	 -	 原価の透明性増大と有効な企業戦略への新
しい道」である［尾畑,1992,p.709;河野,2000,p.45］。したがって、プロセス原価計算の
最初概念の形成に関してはアメリカの ABC からある程度の影響を受けていたが、ドイツ国
内での従来の理論ないし実務からの影響は一番大きいと言えるだろう。	 
	 
５、形成背景及び要因	 
	 河野［2000］の研究によると、ドイツにおいては、1980 年代以降、原価計算の本質的な
発展はなく、企業の技術的発展による企業環境の変化への適応という要請に対し、原価計
算及び管理会計が必ずしも応えることができなかった［p.46］。特に間接的給付領域にお
ける原価割合の増大化に伴い、この給付に対する適切な基準量が、発生志向的原価帰属計
算のために把握されなければならない。固定的間接費としてその百分率による帰属計算は、
ますます小さくなっている比例的加工費の基準に関連して、既に時代に適合しなくなって
いると考えられる［p.62］。また、当時限界原価計算及び補償貢献額計算は既に高度に発
達した状態であり、それにより短期的意思決定に有効であるが、長期的意思決定に適応で
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きない［p.56］。	 
	 そこで、プロセス原価計算の主張者は、従来の原価計算システムに対する改善提案とし
てプロセス原価計算を提案した。その理由は次の三つを挙げている：①限界原価計算は固
定費の無視により有効的な間接費管理が不可能である；②プロセス志向的計算の結果とし
て算出される真の製造全部原価は、伝統的方法で確定される製造原価構造を問題とする；
③真の全部原価による価格計算は、市場価格との弾力的適応の観点から経営意思決定に影
響を与える［p.39］。したがって、プロセス原価計算の最初の発想は、全部計画原価計算
システム及び限界計画原価計算に対する批判から出発したと考えられる。	 
	 
第三項	 限界計画原価計算（GPK）	 
１、特徴	 
	 限界計画原価計算は、尾畑［1998］の研究によると、限界計画原価計算（Grenzplankostenr	 
echnung）と補償貢献額計算（Deckungsbeitragsrechnung）の二つの部分からなり、Plaut
と Kilger によって発展させられたシステムである［p.54］。同研究［1998］では、ドイ
ツの限界計画原価計算システム最大の特徴について、精密な部門別計画計算であると指摘
している。部門ごとに関連量（Bezugsgrößen）という名称の予算変数を使い部門コストを
計画することは、アクティビティ指向的な特徴を持っていると考えられる。関連量は製品
あたりの変動費を計算する時に配賦基準としても利用される［p.55］。	 
	 また、部門ごとに関連量に対する固変分解が行われ、原則的に変動費のみが製品原価計
算の対象になる。ただ、実務上の価格政策上のニーズから固定費も変動費の比率に従って
追加的に配賦され、製品原価が二本立てで計算される仕組みになっている。ここで注意し
なければならないのは、変動費と固定費の意味は、必ず最終製品の生産量に対する変動費、
固定費ということではない。関連量として選ばれた変数について、その変数に比例的な部
分が変動費となり、関連量の変化に影響を受けないものが固定費となる仕組みである。す
なわち、ある部門で変動費であっても最終製品の生産量との関係で変動費とは限らないの
である。限界計画原価計算における部門費の固変分解は分析的方法を強く推奨している。
分析的方法とは、統計的方法に対置されるもので、IE 法に相当する［p.55］。これも限界
計画原価計算の一つの重要な特徴である。	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 尾畑［1998］は、限界計画原価計算は原価部門の設定が非常に重要であり、かなり細か
に原価部門を設定されると指摘している。理想的には一種類のアウトプットのみを提供す
る単位まで細かな部門を設定して、関連量として、そのアウトプット量を選択する。実際
には、異なる種類のアウトプットを提供する部門が設定され、一つの部門に複数の関連量
を選択される。その時、関連量はそれぞれ独立した活動に関連している。すなわち、限界
計画原価計算は部門の中での異なるアクティビティを認識している［p.55］。したがって、
限界計画原価計算はアクティビティ指向的であると理解できる。	 
	 
２、プロセス原価計算（PK）との比較	 
	 河野［2000］は数多くの先行研究を整理し、ドイツの限界計画原価計算とプロセス原価
計算を比較した。それにより、まず両方の共通点以下のようにまとめている。それは、①
全部原価費目計算と原価部門計算を利用するところである；②プロセス原価計算は、限界
計画原価計算の概念、方法、理論等の手段の全体（例えば、首尾一貫した基準量あるいは
規範量思考及び分析的原価計算）を利用しようとするものである［p.74］。	 
図表 4-9	 限界計画原価計算とプロセス原価計算の比較	 
	 
出所：河野［2000,p.75］	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 一方、両原価計算システムは異なる部分も存在しており、具体的比較は図表 4-9 に参照
してください。	 
	 
３、形成	 
	 中田［1997］の研究によると、1950 年代の初頭、限界計画原価計算がドイツ国内では注
目され始めている。ドイツではそれを直接原価計算に呼ばれることが多いが、アメリカに
おいては実際それよりおよそ 20 年後のことである。ただ、1899 年 Schmalenbach 提示した
数量原価計算の概念とアメリカからの直接原価計算の影響の二つの要因が存在している
ため、ドイツではどちらから大きく影響されていたかの違う見方により、限界計画原価計
算の生成に対し、多くの見解がある。その中で、近代的な限界計画原価計算の発展に非常
に貢献した Plaut の限界計画原価計算理論に対し、主に三つの見解が存在している。	 
図表 4-10	 
	 
出所：中田範夫［1995,p.489］	 
	 それは、①Seicht はドイツの限界計画原価計算が Schmalenbach の数量原価計算と一致
することが主張し、限界原価計算の源流をドイツ独自の歴史の中で求めている；②Kosiol
の見解によると、比例の概念については Schmalenbach の研究、固定原価配賦問題に関し
ては Rummel の研究は先行になっていたが、ドイツで生まれた考え方よりはアメリカにお
ける原理に従っているという；③Kilger は以上二つの可能性を立ち、主に四つの要因の影
Yamaguchi University
NII-Electronic Library Service
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響を受けたと考えている：a.全部原価計算の不十分さ；b.アメリカの直接原価計算；
c.Schmalenba	 ch の限界原価計算；d.Rummel の固定費に関する考察のである［pp.4-5］
（図表 4-10）。	 
	 また同研究［1997］によると、Plaut は 1953 年の論文の中で限界計画原価計算の起源に
ついて以下のように主張している：1950 年以来、徐々に明らかになった動的計画原価計算
の扱い難しさの除去を把握しており、アメリカ的表現に基づいてこの計画原価計算（標準
原価計算）の形を限界計画原価計算へとさらに展開した。1951 年には、ある経営の中で限
界計画原価計算が完全に実施されている。すなわち、限界計画原価計算の形で標準、実際
比較そして製品別原価計算が行われたと述べている［p.73］。そして、実際に利用可能な
限界原価計算は計画原価計算（標準原価計算）に基づいてのみ成立するという考えに従い、
Schmalenbach と Rummel の提案は、いずれも計画原価計算に基づいていないという理由で
理論的な認識に止まっているものであると指摘している［p.5］。	 
	 このように、Plaut はドイツにおける限界計画原価計算の実務的導入、普及に対し先駆
的な役割を果たしていると考えられる。そして、そのような実務経験に基づき限界計画原
価計算の提案をしたのである。ただし、1958 年の論文の中で Plaut は必ずしも自分が実務
的経験に基づく限界計画原価計算の最初の提案者ではない Gerland であると述べていた。
これに対して、限界計画原価計算の理論面については、決して新しいものではなく、既に
Schmalenbach の主張の中で見られる。また Rummel によってさらに展開されたものである
ことも指摘されている［pp.73-74］。	 
	 したがって、中田［1997］は、当時の文献を見る限りでは彼の提案に対し、実務的な観
点からはアメリカの直接原価計算が強い影響を及ぼし、それに対し、理論的な観点からは
Schmalenbach と Rummel の考え方が影響を及ぼしたのであろうと指摘している［p.5］。つ
まり、実務と理論の両方からの影響はすべて重要で不可欠な要素である。	 
	 
第二節	 自動車生産の伝統	 
	 風間の研究［1997］によると、ドイツの自動車生産の歴史は 1895 年 Benz の商業生産の
開始に遡る。しかし、当時の自動車の生産は、馬車、自転車製造と機械製造等の様々な工
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場において手作りで行われていた［p.36］。当時の南部ドイツは機械工業の発展していた
地域であり、自動車に関わり歴史に名前を残る程度の数多くの職人は、すべて南部ドイツ
での徒弟修業と熟練工の経験を有している。その中で、DaimlerとBenzだけではなく、Bosch
と Porsche も皆徒弟修業から職人までというキャリアを積んでいた。南部ドイツの熟練な
手作り技術とそれにより支えられた金属機械関連の技術集積は、初期ドイツの自動車手作
り生産の基盤になっている。その後、アメリカの Ford システムは、第二次世界大戦後の
ドイツへ本格的に導入、展開過程においても、南部ドイツでの量産高級車メーカーは、そ
の手作り生産を伝統として受け継いでいる［p.37］。	 
	 風間［1997］は、Womack、Jones 及び Roos［1990］の研究に基づき、ドイツの手作り生
産の特徴を以下のように整理している：①当時の自動車生産は、機械工業、馬車製造、自
転車製造業等の部門が関わっていたため、自動車工場でではなく、小さな仕事場で行われ
ていた。そして、これらの仕事場は同じ町にあるが、非常に分散して存在していた。オー
ナー起業家は顧客や従業員、部品サプライヤーといったすべての関係者と直接連絡を取り、
“システム統合”を自ら行っていた；②設計、機械操作、取り付け作業に関わる熟練度の
高い熟練工が必要とされており、それらの労働者は、徒弟制度のもとで修業を積みながら
完全な熟練工教育を受けていた。そして、多くの労働者は自分の仕事場を持ち、自営業者
として会社の仕事を請け負うことを期待していた；③生産には汎用工作機械が利用されて
いた；④年間千台以下と生産台数は極めて少なく、そのうち同一の設計で作られるのは 50
台以下で、しかも手作り生産のため全く同じではなかった［p.37］。これはドイツの自動
車産業発展初期の非常に重要な特徴であり、現代のドイツ自動車生産に対しても非常に影
響を及ぼしていると認識できる。	 
	 また、風間［1997］の研究によると、1913 年にアメリカの Ford 社は、ベルトコンベア
システムを導入し自動車の量産体制を構築していたに対し、ドイツにおけるその導入は 10
年以上遅れ、1920 年代企業集中に伴う生産の大規模化の背景の中で始まった［p.37］。実
は、当時のドイツにおいては、1900 年頃に Daimler 社は、エンジン生産における高度な機
械化と足回り製造における広範な規格統一が可能とし、それにサプライヤーから供給され
ていた部品の内製化も進められた。しかし、従業員の三分の二が熟練工により占められ、
作業の速度と製品の品質は彼らの熟練度に大きく左右されていた［pp.38-39］。	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 Su-Dol	 Kang［1994］の論文により、ドイツにおいて大量生産展開の難航について、風
間［1997］は三つのポイントを指摘している：①長い間政治的権利を保持し続けたドイツ
の封建階層は、自動車を贅沢品、不要なものと見なしていた；②ドイツのメーカーは、社
会的上流階層にとってのシンボルとしての高級車を生産してきたので、手作り生産を絶対
に必要なものと見なしていたので、アメリカの大量生産方式は、導入できなかった；③ド
イツにおいては、中世以来の手工業者の“同職組合”の伝統の中で、専門労働者の豊富な
供給源が存在し、この専門労働者達が生産現場で極めて強大な権利を保持していた。した
がって、生産のスピードアップ、大規模な合理化等は簡単に実現できなかった［p.38］。	 
	 当時ドイツ特殊な社会背景により、自動車の大量生産はほぼ発展できなかった。そして、
これにより、ドイツは世界ではじめて自動車を開発したパイオニアと言えるが、その後の
アメリカの自動車産業に比べその発展はかなり遅れていたと考えられる。そのため、それ
からドイツの自動車生産の“アメリカ化”の展開に関して非常に重要な原因である。	 
	 第二次世界大戦後、ドイツの自動車メーカーは、小山田［2012］の研究によると、大規
模な投資と最新の近代生産技術の導入により生産の回復を図っている。その過程で、戦前
からの課題であった Ford システムの導入が進められた［p.63］。そして、1950 年代に、
VW 社は代表として大衆車需要の拡大を背景に低価格、低維持費用の小型車の生産に経営資
源を集中的に投入し、規模の経済を最大限に追求し生産性を拡大した。その後、自動車メ
ーカーの寡占体制の完成により、機械化と自動化を中心とした大量生産体制が確立された
［p.64］。	 
	 以上の分析から見れば、ドイツでの自動車生産は伝統の手作り生産とそれ以降発展して
きた“アメリカ化”大量生産方式の二つの特徴が有している。そのため、前者の手作り生
産により、自動車生産と直接に携わる労働者達の直接労務費等の製造変動費に対する注目
がドイツにおいて昔から存在しているため、これは変動費に着目する限界計画原価計算の
形成に関し直接的な要因であると考えられる。一方、もう一つの生産特徴となる“アメリ
カ化”の大量生産方式は、前章で論じたアメリカと同じ展開であり、生産自動化により間
接部門が肥大化になり、その後間接費膨大は問題になった。その間接費の管理を解決する
ために、プロセス原価計算は誕生したわけである。そのため、この生産特徴はプロセス原
価計算の形成に関し重要な原因であると認識できる。	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第三節	 サプライヤー関係	 
	 ドイツの自動車産業においては、大体南部の Daimler、BMW などの高級車メーカーと北
部の VW などの大衆車メーカーが分けている。そのため、前節で論述したドイツの自動車
生産は矛盾しているような二つの特徴が存在している。例えば、手作り生産の特徴は、南
部の高級車メーカーにとって今でも生産の中で非常に重要な一部であると言える（車種に
より）。それに対し、大衆車メーカーは生産自動化により大量生産に対し究めているとこ
ろが特徴になる。ただ、両方はドイツの自動車メーカーとしての共通している部分もある。
それは、より高速度域での走行安定性と快適性が重視している製品を設計すること、いわ
ゆる生産コストより製品差別化及び高付加価値を重視するところである。	 
図表 4-11	 欧州各社の部品内製、外注化政策	 
メーカー	 政策	 
VW	 内製部門を維持、生産拡大	 
BMW	 ニッチ、エントリーカーに限定し部品外注化を推進	 
Renault	 現在の内製事業を維持	 
PSA	 内製事業維持し強化	 
Fiat	 内製事業を強化	 
注：FOURIN［2006,p.28］の調査結果に基づき作成した	 
	 それでは、ドイツの自動車メーカーの部品内製化はどういう状況になっているのだろう
か。FOURIN［2006］の統計調査によると、ドイツの大衆車メーカー代表 VW、高級車メーカ
ー代表 BMW とほかのヨーロッパの主要メーカーRenault、PSA、Fiat の部品内製、外注化政
策の情報がまとめている。それにより直接に比較したところ、すべてのメーカーは自社の
内製事業を重視している（図表 4-11）。	 
	 一般的に、ヨーロッパの自動車メーカーは日本メーカーと比べ部品の内製率が通常倍以
上になっており、50 パーセント近くなっている。そして、もともと完成車メーカーは部品
メーカーに比べ賃金が高いので、内製部品のコストも当然高いと考えられる。したがって、
完成車メーカーにとって、部品外注化はコストダウンの有効方法として導入している。ド
イツにおいても、同じ動きが出ていると考えられる。しかしながら、FOURIN［2006］の調
査により、特に高級車メーカーの BMW の方針は特徴であり、上級シリーズの車種は内製の
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強化をしており、それに対し、比較的な下級シリーズは外注を進んでいるようである。	 
	 また、下川［2004］の研究によると、欧州自動車産業のサプライヤーシステムはかつて
数多い小物パーツ・サプライヤーとの水平的取引構造であったが、近年では、中核サプラ
オヤーと自動車メーカーが直接取引に集中しており、中核サプライヤーとの長期的取引関
係とその設計開発能力を重視することで取引構造は大きく変改したことが指摘している
［p.328］。したがって、ヨーロッパでは、日本式サプライヤー関係の構築は模索してお
り、部品の外注化生産は進んでいると考えられる。	 
	 一方、機械振興協会経済研究所［2008］の研究によると、ドイツの自動車メーカーはコ
スト要求に加え品質重視で、技術へのこだわりが強い。そして、ドイツの自動車部品産業
の特徴は、中小企業が多く、系列化されず独立性が高く、複数のクライアントを持つこと
が多いということである［p.4］。ここまで推測できるのは、ドイツでのサプライヤー関
係が、従来の生産伝統により、高級車メーカーと大衆車メーカーの政策が少し異なってい
る。それにより、部品の内製化に対する方針も違っている。サプライヤー関係は生産構造
に直接的に影響しているため、それによる原価の構成もつながっている。したがって、ド
イツのサプライヤー関係は各メーカーの生産原価構成を直接に影響し、いわゆる限界計画
原価計算とプロセス原価計算の形成要因であると考えられる。	 
	 
第四節	 経営の特徴	 
	 第一節で論述したドイツでの自動車生産の“アメリカ化”に関しては、実はそれがうま
く展開できる原因の一つが、1950〜1960 年代の間で労働組合と経営側の両方からの譲歩に
より達成した決定である。それにより、生産の機械化と自動化が急速進展していた。その
ため、ドイツ企業の経営特徴は、労働者からの参加も非常に欠かせ部分であると言える。
小山田［2012］の研究によると、ドイツでは、監査役会への労働組合代表及び従業員代表
の参加が法的に保証されている。そして、もともと国営、公営の企業が多かったので、株
式の一部が州政府などにより保有されるケース、銀行が株式の多くを保有することにより
支配力を強めているケースなどは存在しており、意思決定をする際に多様な利害関係者か
らの影響を強く受けている［p.63］。	 
	 また、風間［1997］の研究によると、ドイツでは、従業員 2000 人を超える企業の監査
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役会メンバーは“1976 年共同決定法”の適用を受け、出資者代表と労働者（従業員と労働
組合）代表から構成される。その数はそれぞれ“労資”同数とされ、“労資同権的参加”
が法的に強制されている。出資者代表は株主総会で選出され、労働者代表は労働組合役員
と選出された従業員代表からなる［pp.233-234］。したがって、この共同決定制をよりよ
く理解できるために、ドイツでの労使関係及びそれに関わる組織をまず見てみよう。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 ドイツにおける労使関係は、風間［1997］の研究により、労働者利益代表の二重性構成
を基本的な特質になり、労働組合と経営評議会の二つの並列的な組織が存在している。産
業レベルでは、労働組合が企業側と賃金労働条件について交渉し、労働協約を締結する権
利を法的に保障されている。そして、企業レベルでは、労働協約を前提として、それ以外
の事業所内の社会的、人事的及び経済的事項に関し、事業所単位の従業員代表である経営
評議会が参加、発言する機会を有する［pp.269-270］。まず、ドイツの労働組合に関して、
一番支配的な組織形態は、個人加盟を原則とする産業別組織である。国内最大のナショナ
ルセンターは、16 の産業別労働組合が加盟しているドイツ労働総同盟（DGB）である。ま
た、ドイツの自動車産業は、ドイツ最大の産業別労働組合である金属産業労働組合（IG	 
Metall）により組織されている（IG	 Metall は、自動車ばかりか鉄鋼、造船、機械等のド
イツ経済の伝統的な基幹産業を組織している。自動車製造部門では労働者の 83％、職員の
38％を組織しており、この部門では圧倒的に高い組織率を誇っている）［p.270］。	 
	 一方、経営評議会は、事務所ごとに設立される全従業員の中から選ばれ、全員の利益を
代表している。そして、もし一つの企業に複数の事業所がある場合には、それぞれの事務
所に経営評議会が設置される。同時に、これらを包括する企業レベルの全社経営評議会が
設置する必要がある。経営評議会は、経営における様々な事項について、経営側との共同
決定権、協議権、情報を受ける権利等を持っている。まず、社会的事項について、経営評
議会は完全な共同決定権を持ち、もし経営側からの政策を認めなかったら、それを実行で
きない同意権が与えられている。例えば、労働時間の開始と終了、労働時間の短縮と延長、
従業員の能率を監視する技術あるいは設備の導入等である。また、人事的事項について、
問題ごとに共同決定権、協議権そして情報を受ける権利等を持っている。例えば、従業員
の採用、格付けの変更、配置変更、職業訓練の実施及び訓練生の選抜に関して共同決定権
を持っている。ただ、人事計画については情報を受け、協議する権利を持っている。さら
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に経済的事項として企業の資金、経営状況、生産、投資計画などについて経営評議会は適
時情報を受ける権利も持っている［pp.271-272］。	 
	 したがって、ドイツにおいては、アメリカと同じ、労働者の利益を守るために誕生した
労働組合が存在している。しかしながら、ドイツの労働者達は、実質的に経営の共同決定
制度を通し、企業の経営に参加できる。これが経営側とひたすら敵対的な関係を続けてい
るアメリカとは、全く異なると認識できる。そのため、当時生産の“アメリカ化”は、ま
さかこの共同決定制度により、企業今後のよりよい発展できるために、展開したわけであ
ろう。言いかければ、この経営特徴は、生産自動化を促進し、間接部門の肥大化をもたら
した。それをよく管理できるため、プロセス原価計算が誕生したのである。したがって、
この共同決定制は、プロセス原価計算の直接的な形成要因であると考えられる。	 
	 一方、Krumwiede と Suessmair［2007］の研究によると、ドイツの企業は、大体アメリ
カ企業と違い、企業経営を裏側で支えている管理会計の機能を非常に重視している。例え
ば、より複雑な原価管理技法の実施、内部意思決定の支援、経営計画の作成等の領域で幅
広く使われている。そして、ドイツ企業は日本企業の経営慣行と同じであり、長期的経営
計画に重視する傾向がある。それに対し、アメリカ企業の大部分は、短期的経営計画を好
んでいるようである［p.2］。したがって、ドイツ企業の長期経営計画を重点に置いてい
るところは、長期的意思決定に役立つプロセス原価計算の形成について、直接的要因であ
ると認識できる。	 
	 さらに、同研究［2007］によると、ドイツの製造業企業が、昔から精確なエンジニアリ
ングを強調しており、物事の精確さに対するこだわりは原価管理のところでも表している。
そのため、アメリカの企業と比べたら、原価の配賦などがさらに精確かつ適切である特徴
を持っている［p.3］。この精確さに対する追求がドイツの社会文化でもあり、企業の経
営上の特徴であると言える。したがって、明らかな因果関係に基づき、関連量という変数
を使い、部門コストを計画する限界計画原価計算の精密さ；及びプロセスの種類を分ける
だけではなく、さらにそれぞれのプロセスで発生したコストが生産量と製品種類依存率で
計算するプロセス原価計算の精緻さは、すべてドイツ人が精確さに対するこだわりという
精神的なところからの直接的な影響であると考えられる。そのため、これも限界計画原価
計算とプロセス原価計算の両方の直接的形成要因であると言える。	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第五節	 雇用制度	 
	 前節の論述を通しドイツにおいては、実際にアメリカと同じように強力な労働組合が存
在している。しかし、労働者達の賃金などを決定するシステムが労働組合の非常に重要な
役割としてまだ明確ではない。	 
	 戸原等［2003］の研究によると、ドイツの労働システムが特徴的な核がないが、協約体
制は、労働者達の労働生活条件を安定向上させる鍵となっている。この協約体制は、労働
組合と経営者団体の二つの協約団体が協約自治を行い、交渉を通して賃金、労働時間、休
暇、賃金の決定方法等を取り決めるシステムである。そして、産業別、地域別に結ばれる
包括労働協約は、19 世紀後半以降の労働者運動を受け、ドイツ革命後の労働協約法として
公認され、戦後西ドイツ社会で発展してきたものである［pp.100-101］。	 
	 また、風間［1997］の研究によれば、ドイツでは、賃金、労働時間等の労働条件は協約
自律性の原則のもとで、産業別地域別の団体交渉を通し締結された労働協約により規制さ
れる［p.270］。自動車産業の場合は、前節で論及した金属産業労働組合（IG	 Metall）は、
使用者団体（金属産業使用者連盟総連合、通称金属総連合）との間で団体交渉を行われ、
賃金、労働時間等の労働条件を規定する全国的あるいは地域的な団体労働協約を締結する
（但し、VW 社のように使用者団体に加盟していない場合、企業レベルでの企業別労働協約
が締結される）［p.270］。この労働協約は、一般的に二種類に分けられる。一つは、賃
金給与以外の一般的労働条件を決める包括基本労働協約；もう一つは、通常 1 年間有効の
賃金、労働時間などの個別的、分野別の労働条件を決めるものである（例えば、賃金、給
与基本協約、休暇協約、合理化保護協約など）。そして、労働協約は、労働時間の短縮、
年休の拡大など労働条件を実質的に規定しているため、多くの労働条件は法律より改善さ
れてきたことが多い［pp.270-271］。一方、団体交渉により締結された労働協約の効力に
ついては、形式上協約を締結したのは労働組合の組合員だけと見えるが、実際にそれを遥
かに超え、協約地域の金属産業のほぼすべての労働者に及んでいると認識できる。これは、
大企業の支払い能力の大きさに引きずられる形で中小、零細企業における労働条件を底上
げしており、産業別地域別の協約交渉が果たしてきた大きい役割である。そのため、ドイ
ツでは賃金、労働時間等の労働条件の規模別格差は日本より比較的に小さいのである
［p.271］。	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 したがって、労働協約制度は、ドイツでの労働条件を安定させ、労働者側と経営側のよ
りよい関係を築くために貢献していると認識できる。その結果、前節で論述した経営上の
共同決定制度の実施を可能にする。言い換えれば、労働協約制度は共同決定制度を直接的
に促進している。また、共同決定制度がプロセス原価計算の直接的形成要因であるため、
労働協約制度はプロセス原価計算の形成に間接的に影響していると考えられる。	 
	 
第六節	 社会政策及び文化	 
	 ドイツにおいては、労働組合と使用者団体との自主交渉を中心とする労使自治の考えが
根強く、日本の最低賃金制度のような行政機関による監督を予定し、かつ罰則で担保する
ような制度は（一部を除いて）存在しない［苧谷,2001,p.113］。しかし、ドイツの製造
業の賃金レベルは世界で一番高いぐらいと言える。	 
図表 4-12	 国別賃金カーブ（年齢階級別）	 
	 
出所：石水［2012,p.93］	 
注：	 数値は製造業のもの	 	 
	 石水［2012］の研究によると、年齢階級別の賃金を見てみると（図表 4-12）、多数の国
で年齢とともに賃金が上昇しており、グラフにおける右上がりの線は、一般的に年功賃金
カーブと呼ばれている［p.92］。ただ、図表の中で、アメリカのデータは入っていない。
それはアメリカでの勤続年数がほかの国と比べると著しく短いため（勤続年数は、イタリ
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ア 11.7 年、フランス 11.6 年、日本 11.4 年、ドイツ 11.1 年等の長さであるのに対し、ア
メリカ 4.4 年）、勤め続けることにより賃金が上昇し、年齢別階級に見た賃金も上昇する
という効果は、あまり見られないものと考えられる。したがって、年功賃金カーブのよう
な賃金構造は、アメリカではあまり一般的なものではないと推測できる［p.93］。	 
	 図表 4-12 では、縦軸は 29 歳を 100 という基準点から設定し、各数値が相対的な賃金レ
ベルを表しており、それに対し横軸は各世代のデータを表している。そして、図表はすべ
て製造業のデータに基づき、つくられたものである。それにより、各国の各世代の平均賃
金データは直接に比較できるため、ドイツの製造業の賃金レベルが一番高い（30 代以降）
と明らかに見えるのである。そして、ドイツはもともと人件費の高い日本と比べても平均
17％ぐらい高く（図表 4-12 のデータにより、およそ 30 代 25％、40 代 10％、50 代 15％の
平均値）、世界多くの先進国の中でも遥かに高いことが認識できる。	 	 
図表 4-13	 国民負担率の国際比較	 
	 
出所：財務省［2012］	 
	 また、国民負担率（租税負担率と社会保障負担率の合計）のデータを見てみると、ドイ
ツは日本より約 13％高いのである（図表 4-13）。そして、両国の社会保障負担率に比べ
ると、2009 年度においては、財務省［2009］の統計によると、日本が 16.2％であり、ド
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イツは 22.9％である。したがって、租税制度以外、社会保障制度の相違による国民の負担
もだいぶ重くなっていると思われる。その結果、負担の多い部分は直接に賃金のところで
表していると推測できる。	 
	 ドイツの社会保障制度は、世界で最初に社会保険を制度化した Bismarck の疾病保険法
（1883 年）から始まる。現在では、年金保険、医療保険、労働災害保険、失業保険及び介
護保険の五つの社会保険制度と、児童手当、社会扶助等がある［厚生労働省,2012,p.288］。
また、長坂［2005］の研究によると、ドイツの社会保障制度は、地方自治体の救貧制度と、
中世の同業者組合を源流とする各産業の伝統的な共済組合（共済金庫）を母体として発展
したものであり、その発展過程は Bismarck と深く関与したのである。その特徴は三つを
指摘している：①被保険者は民間企業の労働者に限定する；②国家の指導、監督権限は強
めるが、制度運営の自主性や文献を尊重して国家管掌と国庫負担は抑制する（国家財政か
らの分離）；③拠出、給付の算定基準には、定額制ではなく、賃金や生計費水準の大きな
地域間、産業間格差を考慮し、定率の所得比例制を採用することである［p.127］。	 
	 ドイツの社会保障制度は昔から労働者を中心に展開してきたので、特にドイツにおいて
は、昔から手作業労働者、熟練工などの労働者は大部分であり、ドイツの社会の中で非常
に重視されている、あるいは社会的ポジションは比較的に高い団体であると考えられる。
この意識あるいは社会伝統は、前で論述した共同決定制度と労働協約制度の定着に関して
精神的な側面で直接に影響していることが推測できる。また、共同決定制度と労働協約制
度は、すべてプロセス原価計算の重要な形成要因であり、ドイツの社会保障制度から生ま
れた労働者が尊敬されるべきというような認識は、プロセス原価計算の形成について間接
的な要因である。一方、労働者の社会的重要性により、賃金レベルも高くなり、製造変造
費を着目する限界計画原価計算の形成についても重要な誘因であると言える。	 
	 一方、ドイツにおいて長年勤務に対する評価は日本の次であり、先進国の中でも二番目
の高いレベルであることが分かる（図表 4-14）。そのため、ドイツにおいては、安定的な
雇用傾向が普通の欧米諸国より強いと言える。実際、大西［1998］の研究によると、ドイ
ツの基本法によれば、ドイツ連邦国家は“社会的、民主的、法治連邦国家”と謳われ、経
済体制も“社会的市場経済”である。つまりドイツでは、まず社会的であることが大前提
とされ、かつ民主的であることが基本である［p.202］。これもドイツの社会保障制度の
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三番目の特徴と労働協約のところで表しており、地域間、産業間の格差を考慮することで
ある。つまり、ドイツの社会政策はあらゆる制度の基盤になり、ドイツ社会の中核的な価
値観を代表している。	 
図表 4-14	 国別賃金カーブ（勤続年数階級別）	 
	 
出所：石水［2012,p.94］	 
注：	 1.	 数値は製造業のもの	 
	 	 	 	 	 	 2.	 日本以外の国の起点は 1〜5 年であるが、日本は 1〜4 年で次の勤続階級は 5〜9 年（それ以降は他の	 	 	 	 
	 	 	 	 	 国と同じ）	 
	 価値観は社会制度という形で徐々に国民に浸透し、それにより全体主義、個人の平等性
を強調するようになった。前で論述された共同決定制度、労働協約制度全部この意識の具
体化事例であると考えられる。したがって、限界計画原価計算とプロセス原価計算の形成
に精神的な側面で影響し、間接的な要因であると言える。	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終章	 総括的比較及び今後の展望	 
	 
第一節	 総括的比較	 
	 本論文では、日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の代表的な原価管理技法の違いに関して
いろんな角度から具体的に分析した。事前に作った研究アプローチモデルにより、主に学
術、生産、経営、文化の四つの視点を展開した。研究分野でも、会計以外に、自動車産業
史、経営学、労働経済学等を幅広く含んでいる。議論は国ごとに展開し、垂直的に検討し
た。	 
	 具体的に言うと、第二章から第四章の論述を通し、日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の
原価管理技法の形成について、主に経営学、労働経済学の分野で分析した。そして、第一
章では、各代表的な原価管理技法の構造と特徴を論述した以外、それぞれの形成を会計学
の角度から検討した。したがって、全文は序論で提起した研究アプローチモデルに従い、
四つの視点（学術、経営、文化、生産）で展開し、三ヶ国の原価管理技法の違いに導きだ
す要素を全面的に分析した。	 
	 まずは、第一章での会計視点から分析した。この章では、最初に三ヶ国それぞれ代表的
な主要技法の違いを明確にし、その上に各技法の歴史的発展について、すなわち研究アプ
ローチモデルの歴史要因から分けられた学術視点から、その形成背景及び原因を検討した。	 
	 そして、第二章から第四章まで、最初は各国の自動車産業の生産視点からの分析である。
自動車の生産の違いについて、主に二つの要素が非常に重要であると考えている。それは、
産業発展史の中で残った代表的な生産伝統及びそれぞれ違うサプライヤー関係である。そ
の中で、特に後者のサプライヤー関係について、さらに各国の代表的なサプライヤー戦略
及びそれぞれ独特な提携関係について論述した。また、各国の自動車産業の経営視点から
出発し分析した。この中で主に二つの問題	 -	 経営特徴及び雇用問題について論述した。
各国の経営慣行、雇用に関する労使関係、労働者の報酬制度等を検討した。最後、雇用問
題に関する分析の延長として、社会文化視点からの分析であり、各国の社会保障制度の形
態、特徴を検討した。その中で、ドイツを論述する場合、社会政策のところも少しふれた。
以上の五つの角度から得た結論は、研究アプローチモデルの歴史要因から分けられた経営
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視点と文化視点、及び現実要因である分けられた生産視点の三つの視点に各要点をまとめ
る。これと前で述べた学術視点の内容とを統合し、国ベースで日本、アメリカ、ドイツの
三つのモデルを作成する。各国のモデルは図表 5-1、5-2 及び 5-3 の通りである。	 
図表 5-1	 日本のモデル	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 学術視点：①アメリカからの概念（VE、Design	 to	 Cost）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②日本企業の模索及びトヨタからの定着化	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③市場需求の変化	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 生産視点：①早期限量生産、車種多様化生産の伝統	 	 	 	 	 	 	 	 	 
原価企画	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②長期安定的サプライヤー関係により外注化生産	 
	 	 	 
原価改善	 	 	 	 	 経営視点：①顧客満足、品質向上等を重視すると同時に効率性を追求	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②長期的経営計画を重視	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③長期雇用制度	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④労働者の個人差を評価できる能力・競争主義の報酬制度	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文化視点：	 ①団結、協力的な文化	 
②北欧型と大陸型の特徴をそれぞれ有している独特な社会保障制度	 
	 図表 5-1 は日本のモデルである。日本では、代表的な原価管理技法は主に原価企画と原
価改善になる。	 
	 学術視点：①アメリカからの概念（VE、Design	 to	 Cost）；②日本企業の模索及びトヨタ
からの定着化；③市場需求の変化。すべての要点は原価企画の重要な形成背景になる。	 
	 生産視点：①早期限量生産、車種多様化生産の伝統；②長期安定的サプライヤー関係に
よる外注化生産。ここは日本の自動車生産の重要な特徴であるため、原価企画の特徴と形
成の基盤に直接影響を及ぼしている。	 
	 経営視点：①顧客満足、品質向上等を重視すると同時に効率性を追求；②長期的経営計
画を重視；③長期雇用制度；④労働者の個人差を評価できる能力・競争主義の報酬制度。
①②は日本企業の経営慣行を代表し、原価企画の目的の形成に直接的に関わっている。③
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④は主に労働者の利益と直結する制度であるため、原価改善の円滑的な実施の重要な基盤
を構成している。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 文化視点：①団結、協力的な文化；②北欧型と大陸型の特徴をそれぞれ有している独特
な社会保障制度。①は原価企画を実施する際重要な組織関係の特徴を表している。②は日
本社会の独特な文化特質を育て、それに馴染んだ同文化視点①と生産視点②の形成に直接
的に作用している。したがって、②は原価企画の間接的形成要因であると言える。	 
図表 5-2	 アメリカのモデル	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 学術視点：①アメリカ製造業の競争力低下による経営効率性向上の必要性	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②会計システムの時代遅れ	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③Taylor の科学的管理法	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 生産視点：①Ford 大量生産方式による間接部門の肥大	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②生産の垂直的統合による部品内製化の向上	 
活動基準原価計算	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③部品メーカーの独立性が強い	 
	 
標準原価計算	 	 	 	 	 経営視点：①企業間の提携は取引関係に縛られる	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②短期的収益性を戦略的に重視	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③強力な労働組合と経営側の敵対的な関係	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④団体内の厳しい階級関係	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⑤集団ベースによる労働者のインセンティブ評価制度	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文化視点：①自己責任精神の提唱による協力意識の低下	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②低負担低福祉の社会保障制度	 
	 図表 5-2 はアメリカのモデルになる。アメリカでは、活動基準原価計算（ABC）と標準
原価計算は代表的な原価管理技法である。	 
	 学術視点：①アメリカ製造業の競争力低下による経営効率性向上の必要性；②会計シス
テムが時代遅れ；③Taylor の科学的管理法。①②は活動基準原価計算（ABC）の重要な形
成背景になり、③は標準原価計算誕生の重要なベースである。	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 生産視点：①Ford 大量生産方式による間接部門の肥大；②生産の垂直的統合による部品
内製化の向上；③部品メーカーの独立性が強い。三つの要点は違う側面からアメリカの間
接費膨張の原因を反映し、すべて活動基準原価計算（ABC）の直接的形成要因であると認
識できる。	 
	 経営視点：①企業間の提携は取引関係に縛られる；②短期的収益性を戦略的に重視；③
強力な労働組合と経営側の敵対的な関係；④団体内の厳しい階級関係；⑤集団ベースによ
る労働者のインセンティブ評価制度。①はサプライヤー関係の特徴を表し、部品内製化の
重要な原因である。②はアメリカ企業の経営上の特徴である。共に活動基準原価計算（ABC）
の形成について欠かせない要因である。③④⑤は労働者の利益と直結する特徴であり、そ
れぞれの角度から労働者の働く意欲の低下を示している。それにより、標準原価計算の実
施の必要性はアメリカで高まっている。	 
	 文化視点：①自己責任精神の提唱による組織力の低下；②低負担低福祉の社会保障制度。
①は経営視点①の形成に直接的に関わっており、活動基準原価計算（ABC）の間接的形成
要因であると言える。②は経営視点の③⑤と直接的に関連し、労働者の利益を確保する重
要性を表している。そして、経営視点からの影響を通じ、標準原価計算の形成に関連して
いる。	 
	 図表 5-3 はドイツのモデルを示している。ドイツにおいては、主にプロセス原価計算と
限界計画原価計算の二つは代表的である。	 
	 学術視点：①アメリカの活動基準原価計算（ABC）からの影響；②Schmalenbach の原価
計算；③Rummel の固定費考察；④アメリカの直接原価計算からの影響；⑤全部原価計算の
欠点。①②はプロセス原価計算の理論ベースである。また、②③④⑤は限界計画原価計算
の基盤になっている。	 
	 生産視点：①手作り生産の伝統；②戦後“アメリカ化”大量生産方式による間接部門の
肥大。①は製造変動費に着目する限界計画原価計算の形成に関する重要な生産伝統である。
②は間接費の増大に直接的な影響があるため、プロセス原価計算の形成要因と考えられる。	 
	 経営視点：①長期的経営計画に重視する傾向；②労資参加の共同決定制；③労働協約制
度による安定的な労働条件；④製品性能の要求による精密なエンジニアリングの強調。す
べての要点はプロセス原価計算の形成について直接的にあるいは間接的に関わっている。
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④だけは物事の精確さを常に追求する意識が強いドイツ人の共通的な特徴であるため、限
界計画原価計算の形成要因にもなる。	 
	 文化視点：①産業発展により熟練工労働者の高い社会的ポジション；②初期労働者限定
の保険制度から発展してきた社会保障制度；③社会的、民主的な社会政策による中核的社
会価値観。①②はドイツ社会で労働者の重要性を強調しているため、限界計画原価計算の
形成に関する重要な社会背景である。③の民主的な価値観により同文化視点の①②及び経
営視点の②③に直接的に影響し、それを通し間接的に限界計画原価計算とプロセス原価計
算の形成と関わっている。また、①は重要な社会的認知を提供し、経営視点の②③の形成
に直接に影響している。そのため、①も間接的にプロセス原価計算の形成と関連する。	 
図表 5-3	 ドイツのモデル	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 学術視点：	 ①アメリカの活動基準原価計算（ABC）からの影響	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②Schmalenbach の原価計算	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③Rummel の固定費考察	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④アメリカの直接原価計算からの影響	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⑤全部原価計算の欠点	 
	 
プロセス原価計算	 	 	 	 生産視点：①手作り生産の伝統	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②戦後“アメリカ化”大量生産方式による間接部門の肥大	 
	 
限界計画原価計算	 	 	 	 	 	 	 	 経営視点：①長期的経営計画に重視する傾向	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②労資参加の共同決定制	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③労働協約制度による安定な労働条件	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④製品性能の要求による精密なエンジニアリングの強調	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文化視点：①産業発展により熟練工労働者の高い社会的ポジション	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②労働者限定の保険制度から発展してきた社会保障制度	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③社会的、民主的な社会政策による中核的社会価値観	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図表 5-4	 自動車産業における各原価管理技法の国別適合性	 
	 日本	 アメリカ	 ドイツ	 
	 
	 
原価企画	 
適合	 
緊密なサプライヤー関
係による外製の成熟、そ
の故、直接費に関する関
心が高い	 	 
不適合	 
組織文化と構成は日本
とだいぶちがう、かつ短
期的収益計画を強調す
るため	 
適合	 
組織文化は日本と似て
いる部分があり、かつ長
期的な経営計画を重視
するため	 
	 
原価改善	 
適合	 
生産現場の労働者から
積極的な改善提案	 
不適合	 
労働者からの提案が期
待できない	 
不適合	 
労働者からの提案が期
待できない	 
	 
活動基準原価計算
プロセス原価計算	 
不適合	 
外製がかなり進んでい
るので、間接費の比率は
低い	 
適合	 
内製の割合が比較的に
高いので、間接費の比率
は高い	 
適合	 
手作り生産及び内製の
傾向があり、間接費の比
率は比較的に高い	 
	 
標準原価計算	 
適合	 
原価維持の中での応用	 
適合	 
利益計画、目標利益の達
成度は低い	 
適合	 
限界計画原価計算の中
での応用	 
	 
限界計画原価計算	 
不適合	 
事前に原価企画による
有効的な原価低減は既
に実施したため	 
適合	 
ただ、実務上の導入に伴
う膨大なコストに懸念
する	 
適合	 
生産領域で発生した原
価の変動要因を精確的
に把握するため	 
	 ところで、以上の結論に基づき、各原価管理技法の水平的な国別比較もできるようにな
った（図表 5-4 を参照してください）。	 
	 まず、原価企画の実施については、サプライヤーとの長期かつ安定的な協力関係は一番
肝心である。日本とドイツは緊密な組織文化が昔から伝統として持っているが、アメリカ
では社会文化の違いと産業発展の歴史により組織間の協力関係は弱いので、原価企画の実
施にはあまり期待できない状態である。いわゆる、いろんな環境要素に適合していないと
いうことである。	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 そして、原価改善についても、同じく組織文化に関わっている。ただ、ここの組織文化
は組織間のではなく、組織内部のである。そして、生産労働者に対するインセンティブ制
度の整備も重要である。合理的な評価基準により労働者全員からの積極的な改善提案が期
待できる。これに関しては、アメリカとドイツの中で労働組合の影響が根強いであるため、
日本のような個人単位の完全評価はまだ遠い状態である。	 
	 また、活動基準原価計算とプロセス原価計算について、実施の条件は比較的に簡単であ
るため、内製の高い割合により間接費管理の需要が高まり、その必要性が徐々に表してく
るのである。日本では外製がかなり進んでおり、間接費の比率は低いので、それらの原価
管理技法の実施に対しては、あまり関心を持っていない。	 
	 それから、標準原価計算について、三ヶ国ではそれぞれ違う形で応用されており、特に
アメリカでの実施はかなり普及しているようである。当然、それは活動基準原価計算の実
施をやめる企業の選択肢として使われているが、結果から見ればかなり高い実施率である
ことは事実である。それ以外、日本では、原価維持の中で表しており、ドイツでは限界計
画原価計算の中で応用しているのである。	 
	 最後、限界計画原価計算に関しては、外製かなり進んでいる日本にとって、あまり適合
していない。それに対応する原価管理技法は原価企画である。それに対し、アメリカとド
イツでは、比較的に高い内製率が存在しているため、それにより発生したコストの変動要
因は精確的に把握できる。そのため、アメリとドイツのメーカーにとっては、限界計画原
価計算の実施は期待できる。ただ、その実施にとともに、非常に複雑な ERP システムが必
要である。それによる初期費用は極めて大きいため、アメリカの企業は少し懸念している。	 
	 
第二節	 結論と今後の展望	 
	 今までの分析を通し、日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の環境条件等はかなり異なって
いる。本論文で展開された四つの視点から要約したポイントからも明確に見える。例えば、
アメリカ及びドイツにおいては、日本的組織構成、サプライヤー関係の構築等が極めて難
しいと考えられる。また、原価管理技法の形成を検討する際に生産と経営的要因以外、文
化的要因からの影響も非常に重要である。特にここからの間接的影響は必ず注意すべきで
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ある。	 
	 当然、本論文の中で議論したものはあくまで各国の代表的な状況、特徴に基づいた分析
であるため、同じ国の中でのほかのメーカー、あるいは同じメーカーのグローバル展開し
た現地法人の状況等はだいぶ違う可能性が充分ある。また、ドイツに関する議論は、ドイ
ツ語の原文資料が読めないので、十分詳細な資料をそろっている状態とは言いにくい。そ
して、本論文の特徴でもあり、労働経済学等の新しいところからの検討は必ずまだ不足し
ているところが存在しており、更なる深い分析及び論証が必要であると考えている。	 
	 一方、尾畑［1998］の研究は、ドイツで ABC 的な考え方をどのように受け入れたのかと
いう受け入れ方から、日本的な管理会計を形成していく際に学ぶものがあるのではないか
を検討したいという問題意識で生まれたものである。その結果は、ドイツにおいて ABC の
原価計算は、そのままで受け入れるという形ではなく、プロセス原価計算という独自の形
態で発展させられたことは明らかになった。つまり、いくら優れたシステムであっても、
周りの環境要素を考慮しなければいけない。	 
	 また、本論文で取り上げた、日本の原価改善の例も同じである。相応的な報酬評価制度
がないと、アメリカとドイツにおける現場の実施はほとんど期待できない。つまり、原価
管理技法は他国に簡単的に移すことはほぼ不可能で、技法間の統合もそれぞれの環境、文
化等を考慮しなければいけない。いろんな条件、要素が制約しているため、各国の原価管
理技法の違いは、今後でも避けられない状況であると言えるだろう。そして、原価管理技
法の有効性も理論、システム上の素晴らしさにより決められたものではなく、きちんと自
国の環境条件などをうまく対応、利用することがやはり一番大事である。したがって、一
番有効な原価管理技法は、必ず優れた技法ではなく、自国の状況を一番合わせるものであ
ると考えている。	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